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〔1〕　はじめに
　現実の経済問題に対して，政策的に対応しようとするとき，まず取り挙
げるべき問題は，何が政策課題であるのか。その政策課題を明確に設定す
ることである。
　本稿は，現実の経済において政策課題を明確に設定していくために，成
長構造の分析を取り挙げている。成長構造の分析によって，現実の経済成
長運動がどのような成長運動を展開しているのか。また，成長運動の構造
に何か重大な変化が生じているのか，いないのか。生じているとすれば，
その変化は，どこに，どのように生じているのか。さらに，その変化は望
ましい変化であるのか，どうか。これらの問題を明らかにし，成長蓮動の
展開過程における政策課題の設定問題を取り挙げて，検討していきたい。
つまり，本稿は，成長運動を展開している実体経済の変化を適確に把握して
いくための〈economic　diagnosis　analysis＞を可能にする＜G－Formula＞
を用いて，日本経済における成長構造の変化と政策課題の設定を明らかに
していこうとする試みである。
　経済政策の形成と展開にとって，重要な問題は，実体経済をどのように
診断分析していくのかである。その診断分析の方法および経済診断分析の
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結果を明らかにし，提示していくことによって，経済診断が正しいかどう
かについて論議と検討を重ね，より正しい診断を導き，それに基づいて，・，
経済政策を形成し，実践していくのが，望ましい政策展開である。　　㌔
　したがって，実体経済をどのように診断分析していくのか，経済診断分
析論の研究と開発は，経済政策論の展開にとって，極めて重要であるとい
わなければならない。　　　　　　　・　　t・t・t　　　　’・　　－t
　本稿は，こうした考え方に基づいて，成長運動を展開している経済につ
いて，ある程度の経済診断分析を可能にし，，望ましい政策形成を可能にし
ていくための分析用具として，’一’－t般的に広く用いられている経済変数につ
いての単なる「伸び率分析」う「増加率分析」・を用いて終るのではなく，縫
済変数の伸び率，増加率が変化した結果，生じてくる「効果」「を分析対象
とする「効果分析」を取わ挙げて，検討していきたい。ごの効果分析を可
能にしてくれるのが，さきに，明治大学，「政経論叢」第58巻，第6号に
発表した論文〈G＝Formula＞であり（1》i＜G－FormUla＞による分析手法を
用いて，成長蓮動を展開している日本経済の最近の成長構造の変化およ丞
政策課題を明らかにすると同時に，〈The．Theofy　of　Economic・Dia－
gnosis　Analysis＞の形成をも試みようとするものである。　・’
　〔II〕　成長構造の分析と＜G－Formula＞　　・一］
　A．　経済診断分析論としての成長効果分析
　経済診断分析論としての効果分析とは，何が．というと，それは，〈system
dynamics＞のL・つであり，経済システムの総合的な経済運動の成果とし
て捕えられる経済成長についての動態的・構造的分析を可能にする分析で
ある。この効果分析は，経済成長を，最終的に結実する経済活動の単なる
総合的な成果として捕えるだけではなく・，マクロ経済の成長運動におい
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て，重要な役割を演じている主要要因それぞれが，マクロ経済の総合的な
成果としての経済成長の達成において，どのように機能し，どれだけ貢献
しているのか，これらの主要要因の効果＝効率の問題を明らかにしようと
する分析である。
　したがって，この効果分析を用いることによって，同一のマクロ経済で
あっても，異なる時点間において，成長運動を比較するならば，あるいは
また，2つのマクロ経済間において，成長運動を比較するならば，総合的
な成果としての経済成長率が同じであっても，その成長率を創り出してい
くに当っての各要因の貢献度ないし役割，機能の相違を明らかにし，成長
運動のパターソの違い，さらに，成長メカニズムの違いをも明らかにして
いくことができる。
　マクP経済における主要要因が，成長運動の展開において，どのように
機能し，どういう役割を演じているのか。主要要因の機能と役割の変化は，
経済システムとしてのマクロ経済の運動の内部構造の変化であり，成長運
動の成果を構成する内部構造の変化として捕えることができる。
　成長運動の成果として成長率が，どのような要因の貢献によるものであ
るのか。その成長率を形成している内部構造の変化を明らかにする効果分
析は，成長運動のパターソと成長運動のメカニズムを明確にし，それらの
変化を時間的にも，内容的にも明らかにすることによって，何が政策問題
であるのか，ないのか。あるならば，どこに政策問題があるのかを明らか
にしていくのに重要である。
　経済診断分析論としての効果分析は，高い雇用水準と持続的成長を達成
しようとする効率的な経済政策の展開にとって不可欠であるといってよ
い。現実の経済における政策課題が，効果分析によって明確にすることが
できるとするならば，経済成長の達成にとって，ネガティブな影響をおよ
ぼしている要因は，政策的に是正，補強していくことができるので，経済
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成長運動をバランスのとれた成長運動へ誘導していくことが比較的に容易
になるだろう。また，効果分析を用いることによって，それぞれのマクP
経済において，経済成長をもたらしている諸要因の力の作用のメカニズム
に，どのような違いがあるのか，その相違を明らかにすることができるの
で，マクロ経済間における成長運動のメカニズムの調整に当っての経済政
策の問題点を明らかにし，調整と整合の可能性を明らかにすることができ
るだろう。したがって，効果分析は，Vクロ経済政策の国際的整合性の達
成を容易にし，かつ，貿易不均衡を是正するための政策形成へと展開して
いくことが可能になるのである。
B．　内生要因および外生要因の成長効果
　まずはじめに，マクロ経済要因を内生要因〈endogenous　factors＞と外
性要因＜exogenous　factors＞に分け，効果分析を用いて内生要因および外
生要因が総合的な成果としての経済成長を達成していくに当って，どのよ
うに機能し，どのような役割を演じ，どの程度貢献ないし寄与しているの
かを明らかにしていくことにしよう。
　この課題に答えていくための分析ルーッとして，＜0〒Fσrmula＞を導
き，これを用いて，内生要因および外生要因が発揮する成長効果を明らか
にすると同時に，マクロ経済の成長運動に何か異常が発生しているのか，
いないのか，どうかを明らかにする経済診断分析論へと展開していくこと
にしよう（2）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　tt昌　・　　　’
　つぎの式は，内生要因〈E。〉と外生要因＜Es＞とからなゐ経済成長率
〈G，〉の決定式である。
　　　　　　　　　　　　Es，　t＿1E．，t＿1　　　　　　　　　　　　　　　。β’…　。一・・・・…　。・・…　。・・・・・・・・・・…　。・・…　（1）G，＝　　　　　　　　　。αt十　　　　　　　　　　　　Y‘＿1Y，＿1
　まず，この式を導き出す過程から説明することにしよう。
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　こζで，それぞれの記号は，
　　　〈G，〉：t期の成長率
　　　＜Y，＿1＞：t－1期のGNP
　　　＜En，‘51＞：t－1期の内生要因　　，
　　　〈E．，’．t一ユ〉：t－1期の外生要因
　　　〈α，〉：t期の内生要因の増加率
　　　くβ1＞：t’期の外生要因の増加率　　．　’、　．
・≦t＞期の内生要因〈En，’t・〉の増加率を〈α、〉とすれば，　t期の内生要
因〈E。，t＞は，〈彦一1＞期の内生要因〈En，　t－！〉を用い、て∫，．へ・．
　　　E。，t＝E。，　、一、（1＋αt）
として表すことができる。
，、また，≦’〉期の内生要因の増加分〈AE。，　t＞は，
　　　dE。，　t．＝E。，　、－i・α，
として表すことができる。
　＜t＞・期の外生要因の増加率を〈β、〉どすれば，　〈t＞期の外生要因
〈E．，t＞は，〈t－1＞期の外生要因＜Ext　t．．1＞を用いて，
　　　Es，　t＝E．，　FI（1＋β’）
として表すことができる。
、また、t〈t＞期の外生要因の増加分＜dEx，　t＞は，
　　　∠tEle，　t＝E∫，・＿1・β’
として表すことができる。
　＜t＞期のGNPの増加分〈∠｝7、〉は，内生要因：の増加分くdEn，　t＞
と外生要因の増加分＜4Ex，　t＞の和であるから，
　　　AY，＝dE。，　t十AEs，　t
　　　dY，－E。，・，．i・α；－iL　E；，　，Ll・β‘，　’　，．．二い
となる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　．　　　　t’　t　　：t
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　成長率くG，〉は，その定義により，
　　　　　　AY，　　　G，＝　　　　　　Y，－1
であるから，〈G’〉は，
　　　G，一錯一鰭・・’＋鰭・tB・…・…………・・…（・）
として表すことができる。
　この（2）式は，内生要因の成長効果，および外生要因の成長効果を明ら
かにしrいる。この式における〈α，〉の係数を＜（VE。，　t－1＞として表すと
すれぽ，
　　　En，　t＿1
　　　　　　　　：ωEn，　t－－1　　　　Y，＿1
となる。また，〈β，〉の係数を〈（VEs，、一・〉として表すとすれば，
　　　Ex，　t＿1　　　　・
　　　　　　　ニωE：，t－1　　　　Y，＿！
となる。したがって，（2）式は，
　　　G，＝（VEn，　t＿！・．αt＋ωE∫，　t－・・β’………………………………（3）
として表すことができる。
　（3）式における係数〈ω8．，t－1＞は，内生要因の成長効果を表す〈成長
効果係数〉であり，具体的には，＜t－1＞期におけるGNPに対する内生
要因の合計の比率として計測される。また，係数く（VEs，，一・〉は，外生要因
の成長効果を表すく成長効果係〉であり，具体的には，＜t－1＞期におけ
るGNPに対する外生要因の合計の比率として計測される。
　この2つのく成長効果係数〉は，それぞれGNPに対する比率であるか
ら，2つの係数の値を合計すれぽ，
　　、　（・En）　t－1＋．ωF・，・・－1＝1
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となる。
　したがって，成長運動を展開していく中で，内生要因の成長効果係数が
大きくなっているときには，外生要因の成長効果係数は小さくなってい
く。このときには，外生要因の増加率に多少の変化があっても，全体の成
長運動に与える影響は小さいσ・しかし，内生要因における僅かぼかりの増
加率の変化は，内生要因の成長効果係数が大きくなっているので，全体の
成長運動に大きく影響をおよぼしていくことになる。
　成長効果係数は，常に，一定の値をとるのではなく，成長運動渉展開さ
れていく中での，成長運動のパターソの変化に伴って変化していくのであ
る。たとえば，後でみるように，日本経済における個人消費支出の成長効
果係数は，時間の経過と共に，次第に小さくなっている。
　過去の経済成長運動が，内生要因主導型の成長運動のパターソを持って
いるときには，＜（VE。，・，－1＞の値は，時間の経過と共に，次第に大きくな
り，＜（VEx，．，－1＞の値は，次第に小さくなっていくのである。
　したがって，成長効果係数は，経済成長運動がどのような成長運動のパ
ターンを採っているのか，また，そのパターンの変化，ないし成長構造の
変化と共に，変化していく性質をもっていることに注目していただきた
い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　デド　　’　　　　，　、
・われわれは，’この成長効果分析式，＜G－Formula＞を用いて，経済成長
運動のメカ’ニズム，すなわち経済成長の構造が，”内生要因主導型：の成長構
造をなしているのか。それとも，外生要因主導型の成長構造をなしている
のか，確実に判定していぐこ・とができる。
C．　マクロ主要要因の成長効果
　さきのマクロ経済の主要要因を内生要因と外生要因との2つのグループ
に分けての成長効果の分析は，さらに，個人消費支出，住宅投資，民間設
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備投資，在庫投資，政府支出，公共投資（政府固定資本形成），政府在庫
投資，経常海外余剰（輸出等一輸入等）の8つの主要要因の成長効果の分
析へと展開していくことができる。
　マクロ経済における主要要因それぞれが，総合的な成果としての経済成
長に対して，どのように貢献しているのか。また，それぞれの要因の成長
効果と全体との効果関係を明らかにしていくのが，＜G－Formula＞であ
る。＜G－Formula＞は，一一pa的な型
　　　　　　s　G，＝Σωi，t－1・θ‘，t………・……・…・………・・…………・……（1）
　　　　　i＝1
　　　　　　　　　　　i＝1，　2，　3，・一一・・…　。…　8
として，表される。
　定式化するため，主要要因には，1から8までの番号がつけられてい
る。
　　　G，；＜t＞期の成長率
　　　i：iはマクロ経済における主要要因を表している。
　　　i＝1，ω‘，t－1＝ω1，’一・＝C，－1（個人消費支出）の成長効果係数
　　　i＝2，ω‘，t，“、＝tO2，．t－、＝H、－1（住宅投資）の成長効果係数　　　’
　　　it3，　ca’ij：t－、丘ω3，，」、＝F，一．、（設備投資）・の成長効果係数
　　　i＝4，ω‘，同＝仙，t．，・＝1．，，t＿・（在庫投資）の成長効果係数　ttt
　　　　以上内生要因
　　　i＝5，ωi，t－1＝ω5，　t－・＝＝Gct　t－1（政府支出）の成長効果係数
　　　i＝，ωi，t－1ニω6，　t－、＝GF，　t－・（政府固定資本形成）の成長効果係数
　　　i＝7，ωi，t－1＝働，，一、＝Gi。，，　t．，・（政府在庫投資）の成長効果係数
　　　i＝8，ωi，t．，1＝ω8，　t，、＝S。，　t－・（経常海外余剰）の成長効果係数
　　　　以上外生要因
　　　ω‘，t－、：〈t－1＞期におけるそれぞれの要因の成長効果係数
　　　θi，t：＜t＞期におけるそれぞれの要因の増加率
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　ζの式において，たとえば，i＝1とすれぽ，それは個人消費支出＜C＞
を表している。i＝3とすれば，それは，民間設備投資〈F＞を表してい
る。また，i＝1から4までを合計すれぽ，それは，内生要因を表してお
り，i＝5から8までを合計すれぽ，外生要因として捕えることができ
る。
　さて，重要なことは，現実の経済問題について，政策的に対応しようと
するとき，何が政策課題であるのか，その政策課駆を明確にすることであ
る。マクロ経済のどこに，どう．いう困った状態が発生しているのか，それ
を示してくれる聴診器くStethoscope＞としての役割を果してくれるのが，
このくG－Formula＞である。
　ここで，まず，＜G－Formula＞をどのように導き出していくのか，そ
の定式化の過程についての説明を取り挙げることにしよう。
　内生要因は，個人消費支出，住宅投資，民間設備投資，民間在庫投資か
らなるので，＜t＞期における内生要因くE。，t＞は，
　　　En，　t＝C’十H，十F，十Inv，　t
として表される。
　さらに，〈t＞期の内生要因は，〈t－1＞期の内生要因と＜t＞期の増加
率を用いて，つぎのように，　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　C，＝Cf＿1（1十at）
　　　H’＝H，＿1（1十b，）
　　　F，＝F，一・エ（1ナd’）
　　　Inv，　t＝ム，，　t＿1（1十et）
　　L　at：〈t＞期における個人消費支出の増加率
　　　　b・：〈t＞期における住宅投資の増加率
　　　　dl：＜t＞期における民間設備投資の増加率　　　r
　　　　et：〈t＞期における民間在庫投資の増加率
10@　　　　　　　　　　　　　．（666．）
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として表すことができる。
　＜t＞期の内生要因は，
　　　E。，　、＝E。，t．1（1＋αt）
であるから，つぎのように展開して，
　　　En，　t．1（1＋αt）＝C，．1（1＋a・）＋H’一・（1＋b’）
　　　　　　　十Fi」，（1十d，）十1。v，　t＿1（1十et）
　　　　　　　　C，＿1十H，＿1十F，＿1十1。b，　t＿1
　　　（1＋αt）＝　　　　　　　　　　　　　E。，t＿1
　　　　　　　　　　　　　　　　H，＿1　　　　　C，一！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×b，×at十十　　　　　　　　　　　　　　　E。，t＿1　　　　En， t＿1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ひ　　＋謙、×d，＋舞i…i・e・r．，tt－．
となる。ここで，＜t－1＞期の内生要因は，
　　　En，‘＿1＝C‘＿1十石「‘＿1十F’＿1十1．，∴二、　　・　　　　　．’　　一
であるから，・内生要因の増加率く函〉は，’ @　・　’
　　　・t一爵去・at＋鵡・b，　’
　　　　　　　　　　　　　1。。，t＿1’「　　F，＿1　　　　　　　　　・d，十十 　　　　　　　　　゜et　　　　　　　　　　　　　E。，t＿1E。，t＿1
となる。
　外生要因は，政府支出，政府固定資本形成，政府在庫投資，経常海外余
剰（輸出等マイナス輸入等）の合計であるガら，＜t＞期の外生要因＜Ex，　t＞
は，
　　　Es，　t＝Gc，　t十GF，　t＋Ginv，　t＋S・・　t．．・
として表される。　　　　　　　　　tt
　また，〈彦〉期の外生要因は，＜t－1＞期の外生要因とその増加率を用い
て，つぎのように，
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　　　Oc，　t＝Cc，　t＿1（1十1‘）
　　　GF’＝GF，　t－．1（1十mt）
　　　Gi。v，　t＝Gi，、v，　t＿1（1十nt）
　　　S。，t＝S。，t＿1（1十P，）
　　　　1’：＜t＞期における政府支出の増加率
　　　　mt：＜t＞期における政府固定資本形成の増加率
　　　　nt：〈t＞期における政府在庫投資の増加率
　　　　P’：〈t＞期における経常海外余剰の増加率
として表すことができる。
　＜t＞期の外生要因＜Ex，　t＞は，
　　　E£，・＝Es，・－1（1＋β，）
であるから，外生要因の増加率〈β，〉は，
　　　Es，’一・（1＋β’）＝＝Gc，　t＿、（1＋1、）
　　　　　十GF，　t－、（1十mt）十Gi。，，　t－1（1十nt）十S。，‘－1．（1十p，）
　　　1＋β‘ニ　Oc・’一・＋GF・t－1＋0’露”・ト・＋S．・’－1
　　　　　　　　　　　　　E．，，＿1
　　　　　＋象1≡・1・＋霧管・mt
　　　　　　　Gi”v，　t＿1　　　　　　　 　　S。，　t＿1　　　　　十　　　　　　　　・nt十　　　　　　　・P‘　　　　　　　Ex，　t＿1　　　　　　　　Es・t－1．，
　　　E・・．t－・＝GiF，’t－・＋G・・　t－・＋G・・；・’　t－・＋S・，．t－・．
　　　　　Gc，　t＿1　　　　 　　　　GF，8＿1　　　β’ニ　　　　　　　・1，十　　　　　　　　　　　　　　　　゜mt　　 Ex， t．．1　　　　 Es，　t＿1
　　　　　Gi。p，　t＿1　 　　　　 　　　S。，t＿1　　　　十　　　　　・nt十　　　　　　　・P’　　　　　Ex，　t＿1　　　　 　　　　E．t＿1
となる。
　さきの式
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　　　　　　　　　　　　E．，t＿1E。，t＿1　　G，＝　　　　　　　　　　　　　・β’・αt十　　　　　　　　　　　　Y，－1　　Y，＿1
に，＜αt＞，〈β，〉の値を代入して，
　　G・一鱈｛爵去・at＋讃去・b・
　　　　＋爵去・d・＋舞三1・es｝
　　　　＋E粥｛llif；i－if’‘一’i・ゐ＋象葺・mt
　　　　＋象難1デ・耐是li…i・P，｝
をうる。したがって，〈G，〉は，
　　　　　　c，＿1　　　　　　　H，＿1　　 　　　　　　　　　　　　F，＿1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・d，G，ニ 　　　・b，十・at十　　　　　　Y，＿1　　　　　　　Y，＿1　　　　 　　　　　　　Yt＿r
　　　　　　　　　　　　Gc，　t＿1　　　 　　　 　　　　GF，　H　　1。，，t＿1　　　　　　　　　　　　　　　　・1‘十・et十十　　　 　　　　　　　゜mt　　　　　　Y‘＿1　　　　　　　y虚一1　　　　　　Y，一．1
　　　　　　　　　　　　s。，t＿rG伽，t．．1　　　　　　　　　・nt十　　　　　　　・P’十　　　　　　Y＿，1　　　　　　　Y，＿1
となる。
　この式を一般的な型で表すならば，
　　　　　8　 G，ニΣ （Oi，　、一、・θ，，　t
　　　　　‘＝1
として表すことができる。
　これが＜0－Formula＞であり，マクロ経済における主要要因の成長・効
果，成長構造の変化を分析する能力を発揮していくのである。
　現実の経済において，どの要因が，どの程度の＜positive　effect＞を経
済成長に対して，およぼしているのか。また，＜negative　effect＞を与え
ているのは，どの要因であるのか。内生要因の成長効果は十分であるの
か。また，内生要因の成長効果が不十分であるとどうなるのか。さらに，
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内生要因の成長螺と輸出一輸入の成鋤果醜堕Zス吻た翻
を展開しているのかどうか。加えて，GNPの歳長と生活水準の向上とは，
　「豊かな暮し」を実現していくために，ノミランスのとれた運動を展開して
いるのかどうか。
　長期間にわたって，持続的成長を実現し，維持じていくためにほ，これ
らの問題棚らかにし，醐な鹸的対応鎚置をしてゆ雄ればなら
ない。要するに，経済が，〈healthy＞な成長運動な展開しているのか。
それともくunhealthy＞な成長運動を展開しているのか。．つねた確認し，
〈unhealthy＞な成長運動を展開し’gいることρ確認される1ときには，そ
の原因を形成している要因は一体何かを徹底的に究明む，＜unhealthy＞
の原因を診断分析し，正しい経済診断分析に基づいた経済政策が展蘭さ乳
鮒ればならなし〕・t　一・t F．，ttF、一　”tw『 ?A
　これらの政策問題に適切f4解答を見い出すことなくして，経済政策の望
ましい展開はありえないといっでよいだろう。・　　　　　　’i
　　　　　　　　　　　－　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　〈G－Formula＞は，これらの政策問題に解答を見．い出し，経済政策の
適切な課題を設定し，問題の性質を明確匠していくことを可能にしてくれ
るのである。
　経済政策に関しての論争は，単なる政策主張だけで終るべきではなく，
政策を主張する根拠，すなわち現実の経済をどのように診断分析し，何を
政策課題としているのか。その経済診断分析とそれに基づく政策課題の設
定に，疑問視さるべき問題があるのかどうか。すべて解明すべく，論争さ
れなければならないだろう。換言すれぽ；現実の経済についての正しい診
断をするには，どのように診断分析していけばよいのか。より前進した経
済診断分析の形成へと努力していくべきであろう。
　経済診断分析の論争なくして，政策論争をしたとしても，実りある成果
を得ることにはならないだろう。’政策論め展開にとって，必要かつ重要な
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　　　　　　　　　　日本経済における成長構造の変化
ことは，政策形成と主張の根拠をなしている経済診断分析を明らかにし，・
正しい診断であるか，どうかを問題にして，論議し，より正しい診断分析
を可能にする経済診断分析論を形成することであるといってよいだろう。
?
　D．　成長運動の内部構造としての成長構造概念
　成長構造の分析というとき，「成長構造」とは，どういう概念であるの
か。それを明らかにしていくのに先立って，「構造」概念から取り挙げる
ことにし’よう。
　「構造」＜structure＞という概念は，経済論議においてよく用いられる
＜term＞であるが，多くの場合，明確に概念規定されることなく，「構成」
＜constitution＞概念と混同して用いられている場合が多い。
　ここで用いている「構造概念」とは，「構成概念」＜constitution＞と「機
能概念」＜function＞という2つの概念によって構成された複合概念とし
て規定されている（3）。
　この複合概念を概念式を用いて表すならば，
　　　成長構造概念＝構成概念×機能概念
　　　　　Gi，，＝（Di，　t＿1×θ，，　t
として表すことができる。
　ここでは構造概念と構成概念とを区別しているが，2つの概念を区別す
ることは，経済政策の形成にとって，極めて重要である。構成概念とい5
のは，構造概念を構成している「部分概念」ではあるけれども，構造概念
そのものではない。明確に区別されるべき概念である。これら2つの概念
は，多ぐの場合，区別されることなく，混同して用いられているのであ
る。
　構造概念を明らかにするためにくあるもの〉，構造体，たとえぽ，経済
成長運動を考え・るとき，全体を構成しているいくつかめ要因のうち，それ
　（671）L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15
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それの要因についての全体に対する構成の割合を取り挙げるとするなら
ぽ，それは構成比であり，構成比は，まさに構成概念である。ある値の構
成比をもっている1つの要因が全体的な運動の成果に対して，どれくらい
「寄与」，「貢献」＜contribution＞しているか，どうか。また，どれくらい
効果的に貢献しているか，どうかを明らかにしていくことは，構成概念を
もってしては不可能である。
　こういう一要因の効果寄与の問題を取り挙げていくためには，ある値の
構成比をもっている要因が，運動展開の中で，どのように機能しているの
かを明らかにするようにしていかなけれぽならない。1つの要因について
は，元より，全体の要因についての「効果＝効能」＜eMcacy＞を明確に
していくには，どうしても「構造概念」が必要になってくる。したがって
構造概念を明らかにしていくには，全体的総合成果としての「効果」に対
して，ある値の構成比をもつ要因の「寄与」，「貢献」をどのように捕えて
いくのか。また，全体構造を捕えるために，部分構造をどのように捕えて
いけぽよいのか。これらの問題が明らかにされていかなけれぽならない。
　全体を構成しているそれぞれの要因は，それぞれの機能，役割をもって
いる。たとえば，国民経済において，個人消費支出は消費としての役割，
機能をもち，投資は投資としての役割，機能をもっている。「機能の変化」
というとき，それは，それぞれの要因の増加率ないし減少率として捕える
ことができる。たとえぽ，投資機能が高まっているというときには，それ
は，投資の増加率の高まりとして理解することができる。
　ある構造体を構成する要因について，機能変化が生じていないとすれば，
そのとき，構造概念は構成概念と同じ概念として捕えることができる。し
かし，この場合の構成概念は，明らかに，構成比だけに変化が生じてい
て，機能変化は生じていないので，「静態的構造概念」＜static・structure＞
として認識することができる。静態的構造概念においては，構造概念と構
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成概念とを区別する必要はなく，両概念を同じ概念として取り扱うことが
できる。
　したがって，一般に，広く用いられている構造概念は，静態的構造概念
としてであり，いかなる構造変動も起っていないので，こρ場合において
のみ，二つの概念の混同は許されることになる。しかし，構造体の構成要
因の機能は，変化していくのが一般的であるから，静態的構造概念は特殊
ヶ一スであるというべきだろう。
　短期的であれ，長期的であれ，ある要因の機能が変化しているときに
は，構造概念は，本質的に，動態的構造概念＜dynamic　structure＞とし
て認識していかなけれぽならない。動態的構造概念は，構成概念と全くこ
となることに注目し，理解していかなけれぽならない。
　動態的構造概念を明確にし，最も理解しやすくしていくために，便利良く
用いられるのが，＜G－Formula＞を用いての説明である。＜G－Formula＞
は，経済成長の動態的構造を分析していくための1つの用具でもある。
＜G－Formula＞において，〈ωゴ，一、〉は，成長効果係数〈growth－ethcacy
coeMcient＞とよぽれ，ゴ番目の要因の＜t－1＞期のGNPに対する構成比
として表されている。したがって，〈ω‘，，一・〉は，構成概念として理解さ
れている。しかしながら，この係数は，構成比であるけれども，動態的成
長経済においては，時間の経過とともに，常に変化していく性質をもって
いる。また，i番目の要因の増加率＜θ，，　t＞は，　i番目の要因の機能の増
減を表しており，時間の経過とともに，つねに変化していく性質をもって
いる。したがって，＜θi，　t＞は，機能概念として理解し，認識していかな
ければならない。
　構成概念である〈ω，，、．．、〉も，機能概念である＜θ‘，t＞も，つねに時間
的に変化しているから，いずれの概念もまた，動態的概念として理解され
なけれぽならない。　　　　　　　　　　　　　’
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　したがってi番目の要因の成長効率くgrowth　ethcacy＞を表す＜G‘，　t＞
は，「成長構造概念」として把握され，それは，構成概念と機能概念とを
用いた複合概念
　　　G‘，t＝ωi，　t＿1×θ‘，　t
として理解し，認識することができる。
　また，＜Gl，t＞は，動態的構造概念であり，合成された構造概念であり，
「動態的部分構造概念」である。したがって，動態的部分構造概念＜G‘，t＞
は＜G－Formula＞における「動態的全体的成長構造概念」〈G，〉を形成す
るように組み込まれて，
　　　　　　s　　　G，＝ΣG，，t
　　　　　i＝1
となる。したがって，また，
　　　9　　　　　　　　　8　　　ΣG，，，＝Σ（ωit＿、×θ‘，t）
　　　i＝1　　　　　　　i＝1
となる。
　＜G－Formula＞が分析しようとする成長構造は，総合成果としての
〈G，〉と部分成果，すなわち個々の要因の成果である＜G‘，t＞との関係で
あり，それぞれの要因が，時間的変化とともに，全体としての成長率〈G，〉
にどのように貢献しているのかを明らかにしている。つまり，経済成長の
動態的構造を明らかにしているのである。
〔III〕　長期成長過程およびその崩壊と景気調整期に
　　　おける成長運動の内部構造の変化
　さきに，用意した＜Economic　Diagnoses　Analysis＞のための用具とし
ての＜G－Formula＞を用いて，実証的経済診断分析を試み，長期成長過
程が崩壊し，そして今次の景気調整期にかけての経済成長の構造変化，経
済成長運動の内部構造の変化を明らかにし，現実の日本経済におけるマク
ロ経済政策の中心的課題は何か。それを明らかにしていくのが，つぎに試
18　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（674）
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みる分析展開である。
　成長運動の内部構造の変化を明らかにしていくための診断分析が分析対
象として取り挙げていくのは，四半期別の国民所得統計である。
　この国民所得統計は，マクロ経済要因として，民間最終消費支出（以
下，これを個人消費支出＝Cとして表す），住宅投資（以下，これをHと
して表す），民間企業投資（以下，これを民間設備投資＝＝Fとして表す），
民間在庫品増加（以下，これを民間在庫投資＝1。。として表す）からなる
4つの内生要因＜endogenous　factors＞と，さらに政府最終消費支出（以
下，これを政府支出＝Gcとして表す），公的固定資本形成（以下，これ
を政府固定資本形成＝公共投資二GFとして表す），公的在庫品増加（以
下，これを政府在庫投資＝Gi。，として表す），経常海外余剰（以下，これ
をSPtで表し，　Suはさらに，輸出等二Es，輸入等＝ムに分けられてい
る）からなる4つの外生要因＜exogenous　factors＞，そして＜GNP＞に
ついて，四半期別，4期にわたっての経済活動の成果である44個の統計数
値を表示している。
　〈G－Formula＞を用いての，つぎの診断分析は，この国民所得統計を用
いて経済成果を動態化し，成長運動の内部構造を明らかにしていこうと試
みているのである。国民所得統計そのものは，経済的成果を表示している
にすぎず，それ自体変化することのない数字として静態的統計記録にすぎ
ない。しかし，これに若干の分析加工を加えていくことによって，経済的
成果についての静態的統計記録を経済成長運動へ転化し，動態化していく
ことができる。成長運動へと動態化していくことによって，成長運動の内
部構造の変化を絶えず変動し続けていく＜amoeba　movement＞のように
図形化して，捕えていくことが可能になってくるのである。
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表＜A－1＞　1988年における診断分析の対象とする国民所得統計
国民総支出の推移（懸銑雑離需螺蛍塑綿耀響灘済みの）
民間最終消費支出
民　　間　　住　　宅
民間企業設備
民間在庫品増加
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫品増加
経常海外余剰
　　　　輸出等
　　　　輸入等
国　民　総　支　出＝　国民総生産年率換算成長率
　　1988年
1・v3月　　4～6月
　　1988年　　　　　　1989年
7N9月　　10～12月　　IN3月
211791．4
　（5．・0）
22103．　2
　（6．1）
67355．8
　（16．8）
　1655．4
　（49．0）
34689．6
　（4．2）
24807．3
　（1．3）
▲　385．4
（▲2130．3）
　10482．6
（▲14．2）
49688．2
　（12．0）
39205．6
　（22．0）
372500．0
　（6．0）
185317．8
　（5．0）
20686．8
　（5．3）
72617．1
　（17．3）
　2080．6
　（28。6）
29341．5
　（2．・2）
24621．6
　（1．2）
▲　185．0
（▲501．2）
　488．4
（▲90．8）
61457．7
　（10．7）
60969．3
　（21．4）
334968．8
　（5．3）
18083．90
　（2．2）
21541，1
　（1．0）
65130，8
　（4．0）
　1138．7
（▲13．7）
28835．0
　（0．9）
25809．5
　（4．0）
　415．9
　（一）
3740．6
（▲14．0）
57573．7
　（3．4）
53833．1
　（4．9）
327750．6
　（2．4）
　（10．1）
182010。8
　（0．6）
19682．3
（▲8．6）
68143．0
　（4．6）
2043．0
　（42．0）
28990，9
　（0．5）
25189．5
（▲2．4）
　119．5
（▲71．3）
▲1196．2
（▲132．0）
55377。6
（▲3．8）
56573．8
　（5．・1）
324982．8
（▲O．・8）
（▲3．3）
184559．6
　（1．3）
20642．1
　（5．・1）
70888．6
　（4．2）
　2571．7
　（8，9）
29223．2
　（0．7）
24508，0
（▲1，1）
▲　200．5
（▲400．3）
　1150．3
　（一）
61491．2
　（9．9）
60340．8
　（7．0）
333343．0
　（2，3）
　（9．6）
185932．0
　（0．7）
21241．　7
　（2．9）
73117．5
　（3．1）
　2362．2
（▲8．1）
29461．4
　（0．8）
24542．9
　（0．1）
▲　879．0
　（一）
　1424．　7
　（23．9）
62093．4
　（1．0）
60668．7
　（0．5）
337203．3
　（1．2）
　（4．7）
188458．9
　（1．4）
21341．2
　（0．5）
77820．6
　（6．4）
　1080．4
（▲54．3）
29647．9
　（0．6）
24674，3
　（0．5）
　261．2
　（一）
▲　129．0
（▲109．1）
66337．7
　（6．8）
66466．7
　（9．6）
43155．4
　（L8）
　（7．2）
出所：日本経済新聞統計速報値より作成。
??????
日本経済における成長構造の変化
A．　1988年における成長運動の内部構造
　1988年における日本経済の成長運動の内部構造にどのような変化が生じ
ているのだろうか。四半期別の変化を取り挙げて明らかにしていこう。こ
こで診断分析の対象となる日本経済は，前ページの表＜A－1＞である。こ
の表は，経済企画庁が，1989年9月22日に発表した「国民所得統計」速報
値と1989年6月20日に発表したものとを一つにして，確定値を取り挙げた
ものである。
　この国民所得統計表を用いて，1988年の日本経済の四半期別の成長運動
の内部構造を明らかにしていこうというのである。
　1．　〈1。tQlg88＞における成長
　　　構造
　さて，＜G－Formula＞を用い
て，具体的，実証的に，実体経済
に対する診断分析を行なっていく
ことからスタートするととにしよ
う。1988年，〈i、tQig，8＞におけ
る日本経済の成長運動の内部構造
は，どういう内部構造を展開し
ていたのか。その内部構造を明
らかにしていくのが，診断分析
＜diagnosis　analysis＞である。
　この診断分析が，分析対象とし
て，取り挙げているのは，国民所
得統計表＜A－1＞における第1四
（677）
　　表＜A－2＞　国民総支出の推移
1980年基準，単位10億円，四半期の数値は
季節調整済みの年率換算（実質），カッコ内
は前年比または前期比増減率％，▲は減
1987年　　1988年
10・v12月　1～3月
民間最終消費支出
民　間　住　宅
民間企業設備
民間在庫品増加
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫品増加
経常海外余剰．
　　　輸出等
　　　輸入等
国民総支出＝国民総生産年率換算成長率
176966．2　　180839．0
　　（0．9）　　　　　（2．2）
　21154．4　　21541．1
　（11．6）　　　　　（1．9）
　62602．3　　　65130．8
　　（3．7）　　　　　（4．0）
　1667．2　　　　1438。7
　（74．1）　　（▲　13．7）
　28570．8　　　28835．0
　　（0．2）　　　　　（0．9）
　24825．7　　　25809．5
　　（5．6）　　　　　（4．0）
　　185，2　　　　415．9
（▲6099．6）　　　　　　（一）
　4349．0．　　3740．6
（▲・36．3）　　（▲　14．0）
　55666．1　　　57573．7
（▲　　0．4）　　　　（3．4）
　51317．1　　　53833．1
　　（4．6）　　　　（4．9）
319940，4　327750．6
　　（1．7）　　　　（2．4）
　　（7．1）　　　　（10．1）
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半期〈1・・Q・g88＞と表〈A－2＞における1987年第4四半期〈・，hQ・g87＞のそ
れぞれの経済活動の成果を表す統計数値である。
　日本経済に関するこれらの活動の成果である統計数値を，診断分析の分
析対象として，若干の分析加工を施していかなけれぽならない。つまり，
＜G－Formula＞
　　　　　　8　　　G、＝Σωi，t－、×θi，t
　　　　　　i＝1
における〈ωi，、－1＞と＜θ，tt＞を求めていくための計算をしていかなけれ
ぽならない。
　表〈A－2＞の統計数値から計算した結果を表している表＜A－3＞は，
〈G－Formula＞に投入していくデータを表している。
　表＜A－2＞は，〈・B・Qlg8s＞における成長運動の内部構造の変化を明らか
にしていくのに必要な内生要因，外生要因，それぞれ4つの要因について
の成長効果係数〈ωi，、－1＞と増加率＜θ‘，t＞を表したものである。
　さきに，構造概念について明らかにしたように，〈G－Formula＞を用い
て，構成概念＜ωi，t－1＞と機能概念＜θ，，　t＞とを用いることによって，内
表A－3　＜lstQlgss＞における成長効果係数と増加率
〈1、tQig88＞ 内　　生　　要　　因
i民間最終消費支出民間住宅1民間蝶設備1民間碑投資
ω‘，t－1 ・553・2281・・66・8851・・956686i…52・・9
θi，t 2・・18・％i 1・876％1 …39％1－・3…6％
＜IStQlgs8＞ 外　　生　　要　　因
政府最終瀕支出公鯛定資本形成1公的在職資lmema外余剰
ω8，t－1 0．0893003・・7759471－・…57881…3593・
θらt ・925％1 ・・963％1－324・・568卜・3・・989％
輸出　ω＝0．1739889　　θ＝3．427％
輸入　ωニー0．1603958　θ＝4．903％
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表〈A－4＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　〈lstQl98s＞
　　　　　　　　　（Oi，　t－1×θi，　t＝Gi，　t
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資くム。〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成くGF＞
政府在庫投資くGinv＞
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　出＜Fx＞
輸　　　　　　入く島〉
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ωitt－1
O．5531223
0．0660885
0．1956686
0．0052109
0．0893003
0．0775947
－0．0005788
　0．0135931
　0，1739889
－0．1603958
Gl．．3＝2．441％
G＝＝10．123％
増　加　率
　θi，t％
　　2．188
　　1．876
　　4．039
（－13．706）
　　0．925
　　3．963
（－324．568）
　（13．989）
3．427
4．903
寄　　　与
　G，，t％
　1．2102315
0．123982
0．7903054
－0．0717019
　2．052817
　0．0826027
　0，3075077
　0．1878599
－0．1901538
　0，3878165
　0，5962599
－0．7864206
　2．4406335
　10．123％
生要因，外生要因，それぞれの成長寄与を計算し，＜・BtQ・g88＞における
成長運動の内部構造を明らかにしていくことができる。表＜A－4＞は，
＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与を表にしたもので
ある。
　成長運動の内部構造を明らかにする診断分析によって，表＜A－4＞に示
されているように，〈1、Q、g8，〉における瞬間風速を表す成長率＜Gエー3＞
は，〈2．44％〉という成長率である。これを年間成長率に換算すれぽ，
〈10．123％〉という成長率になり，2桁の高速度成長を達成していること
になる。
　成長運動の内部構造を明らかにしていくための診断分析というのは，単
に成長率が2桁であるというに留まることなく，さらに，一歩踏み込ん
で，2桁の成長率をもたらしている諸要因は何か，成長率を形成する内部
　（679）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23
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構造要因を明らかにしていこうというのである。
　こうした診断分析を経て，＜・・tQ・g8s＞の成長運動の内部構造について，
つぎのような内部構造の特色を明らかにすることができる。2桁の高速度
成長は，内生，外生の両要因，合わせて8つの要因のうち，それぞれがど
のように貢献し合って，2桁の成長率を創り出しているのか。つまり，成
長運動が創り出す総合成果としての成長率の内部構造の解明である。
　この2桁の高速度の成長を達成していくのに，8つの要因の中で，最も
成長に寄与してきた筆頭功労要因は，何かといえば，明らかに，それは個
人消費支出である。個人消費支出は，第1四半期の3ケ月間において，〈G
NP＞を＜1210％＞push　upするという働きを演じている。つまり，個
人消費支出の成長寄与力ないし成長貢献は，〈1．210％〉で，最も高い成
長寄与である。個人消費支出の成長寄与率は〈49．59％〉と最も高く，成
長の約半分は個人消費支出によるものである。
　つづいて，第二の功労要因はといえぽ，それは，民間設備投資である。
民間設備投資は，＜GNP＞を四半期で，＜0．790％＞push　upしている。
その成長寄与率はく32．38％〉で，約1／3に達している。
　これにつづいて，輸出は，第三の功労要因であり，〈0．596％〉，＜GNP＞
をpush　upしており，その寄与率は，〈24．43％〉となっている。
・国民経済における経済成長の意義は，消費者市民生活の着実な向上にあ
る。その消費者市民生活の向上という観点からすれぽ，経済成長は，内生
要因主導型の成長でなければならない。国民経済が内生要因主導で成長し
ているということは，民間活力を中心にした成長であることを意味してい
る。つまり，国民経済は，〈内生要因経済〉を中心に成長運動を展開して
いるのである。
　＜・・tQlgss＞における日本経済が，どういう成長運動を展開してきたの
か。診断分析によると，内生要因による成長寄与は，〈2．　053％〉であり，
24　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（680）
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その成長寄与率は，〈84．14％〉である。
　外生要因による成長寄与は，〈0．388％〉と低い。しかも，〈0．388％〉の
うち，公共投資による寄与が，〈0．308％〉であるから，その殆んど＜79．
38％〉が公共投資によるものとみることができる。
　この期の成長にとって，最大のマイナス寄与要因は，輸入の増加であ
る。輸入の増加によるマイナス成長寄与は，〈－0．786％〉である。民間設
備投資のプラスの成長寄与効果〈－0．790％〉を丁度，輸入のマイナス成
長寄与効果く一〇．786％〉が打ち消してしまっている。
　このように，診断分析の結果，＜1・tQlg8s＞における経済成長は，個人消
費支出と投資を中心とする内生要因主導型の成長構造をなしているとみる
ことができる。この成長運動の内部構造を表しているのが，図＜A－1＞で
ある。
　　　　　　図くA－1＞　＜1、tQlgss＞における成長運動の内部構造
、StQ且髄8 F1～3月
f、＝2．44％ 0．79
H
0．12 ∬π”
一〇．007
C　1．21
Gc
一
0．08
曽
E；一島
一〇．19 Gr
0，308
G伽
0．19
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　内生要因主導型の成長は，＜C＞，＜F＞，＜H＞を中心とする成長運
動の展開になるので，〈Main　Engine＞による成長mechanismによるも
のといってよい。
　内生要因主導型の経済成長の基本的mechanism，すなわち〈Main　En－
gine＞のmechanismの特徴は，つぎのように述べることができる。
　個人消費支出が投資を誘発し，投資の活発化が所得を増大し，循環運動
が加速度原理と乗数理論による相乗効果を演じながら，成長運動を展開し
ていく，拡大mechanismを基本的mechanismにしているのが，〈Main
Engine＞である。
　図〈A－1＞は，表〈A－4＞において計算された各要因の成長寄与力を表
したものである。図は放射線との交点を原点＜0＞とし，円の中心に向っ
てマイナスのスケールをとり，外へ向ってプラスのスケールをとってい
る。例えば，個人消費支出は，〈1．21％〉成長寄与しているから，原点
く0＞から外の方向へ向って，＜1．21＞のスケールをとって，描かれてい
る。
　それぞれの要因は，放射線で表され，各放射線上の各要因の成長寄与点
を結んでえられる8角形の図が，成長運動の内部構造を表しているのであ
る。成長運動の内部構造を表している8角形の図は，後でみるように，期
を追うごとに，〈amoeba運動〉のように変形していくのをみい出すことが
できるであろう。
　われおれは，この図をみて，内生要因を中心とした成長運動を展開して
いるのか，それとも，外生要因を中心とした成長運動を展開しているのか，
また活発な成長運動であるのかどうか，判断していくことができる。
　図〈A－1＞を一見して明らかなるように，〈iS・Q・g88＞における成長運動
の内部構造は，〈C＞と〈F＞とそれに〈H＞を加えた3つの要因，すな
わち〈ム，とS。〉線の北西領域をプラスにして成長運動を展開している。
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　この個人消費支出＜C＞と民間設備投資〈F＞を中心にしての拡大，成
長運動を展開している経済は比較的に健全な運動過程にあるといってよい
だろう。
　2，　〈2ndQlggg＞における成長構造
　さきに，〈1，tQlgss＞における成長運動の内部構造は，比較的に健全な運
動を展開しいてることを明らかにしてきた。ここでは，＜2。dQlgss＞におけ
る日本経済の成長運動の内部構造はどうなっているのか。また，どのよう
な変化が生じているのか。さきの国民所得統計，表＜A－1＞の第1，第2
四半期の統計を診断分析の分析対象にして，＜G－Formula＞を用い，〈2。d
Q・g88＞における成長運動の内部構造を明らかにしていこう。診断分析を進
めていくために，成長効果係数〈ω、，，一、〉と増加率＜θi，t＞を，まず計算
していかなければならない。計算した係数および増加率を示しているの
が，表＜A－5＞である。
　表＜A－5＞をみて，まず，驚くのは，経常海外余剰と住宅投資の落ち込
表＜A－5＞　＜2。dQlg88＞における成長効果係数と増加率
＜2ndQ1988＞ 内　　生　　要　　因
民間最終消厳出民間住宅陣企業設倒民間在庫獺
ωi，t－1
・55・75791・・657241・・9872・610．0043896
θi，t ・648％t 一8．629％ 4・・625％1 42．003％
＜2ndQ1988＞ 外　　生　　要　　因
政府最終消費支出公的固定資本形成公的在庫投資　経常海外余剰
ωitt－1
・．・879784【 ・・7874731・…268gl0．0114129
θi，t ・54・％1 一2…2％【一…267％1一 31．979％
輸出　ω＝0．1756631
輸入　ω＝－0．1642501
（683）
θ＝＝　－3．81％
　θ＝5．091％
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みである。とくに，経常海外余剰の落ち込みが異常に大きいのと個人消費
支出の大きな萎縮は注目すべき出来事である。
　さて，表〈A－5＞の＜ωi，t－1＞と＜Oi，　t＞とを診断分析の用具である
＜G－FOrmula＞に投入して計算していけぽ，それぞれの要因の成長寄与
力，および内生要因，外生要因それぞれのグループ別成長寄与力，そして
四半期別成長率（瞬間風速）を求めることができる。表〈A－6＞は，これ
らの成長寄与を示している。
　表＜A－6＞をもとにして，成長運動の内部構造を作図したのが，．図＜A
－2＞である。図〈A－2＞を一見して，明らかなるように，順調な成長運動
を展開してきた前期＜1、tQlg8s＞とは，打って変って，＜2。dQigs8＞になる
と成長運動の内部構造に激しい変化が生じていることを見い出すだろう。
とくに，〈C＞，〈H＞，〈S。〉に著しい後退変化が生じている。したが
表〈A－6＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与
　　　　　　　　　　　く2ndQl988＞
　　　　　　　　Gi，　t＿1＝：ω’，　t＿1×　θi，　t
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　資　投＜H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資く1加〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成＜GF＞
政府在庫投資〈G伽〉
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　　出くEs＞
輸　　　　　入＜lm＞
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ω‘，t．－1
0，5517579
0，065724
0．1987206
0．0043896
0．0879784
0．0787473
0．0012689
0。0114129
　0．1756631
　－0．1642501
G4－6＝－0．844％
0＝＝－3．334％
増　加　率
　θi，t％
　0．648
（－8．629）
　4．625
　42．003
　　0．541
　←2．・402）
（－71．267）
（－131．979）
（－3．814）
　5，091
寄　　　与
　G，，t％
　0．3575391
－0．5671329
　0．9190827
　0．1843763
　0．8938658
　0．0475963
－0．189151
－0．0904306
－1．5062631
－1．7382484
－0．669979
－0．8361972
－O．8443826
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図＜A－2＞　＜2ndQlg8s＞における成長運動の内部構造
囮Ql9、、
S～6月
F　O．92
0．＝－0，844％ H
一〇．57 ∬””
0．18
C　　O．36
Gσ
0．05
E；－1潮
一1．51 Gr
。0．19
「
G伽
一〇．09
って，結果的に，成長率はマイナスとなり，前期の高速度成長から今期の
マイナス成長へと急速に転落してしまっている。その瞬間風速〈G、．．6＞
は，〈－0．844％〉となっている。これを年率換算すると〈－3．334％〉と
いう著しい成長後退である。
　前期における二桁の高速度成長から，一挙に，〈－3．334％〉の成長へと
急転直下しており，これは，激しい変化である。
　最も変化が大きい要因は，住宅投資である。住宅投資は，前期の〈1．240
・％〉という成長寄与から，今期には，〈－O．・567％〉というマイナス成長寄
与へと急転している。また，個人消費支出にも，異常な変化が生じている
ことを見てとることができる。その成長寄与力は，前期と比較してみる
と，〈－70．41％〉も激減している。こういう個人消費支出の落ち込みは，
異常である。僅かに，成長寄与への力を強めているのは，民間設備投資で
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あるが，その成長寄与力は，〈0．790％〉から〈α919％〉へ増加している
にすぎない。
　成長運動を展開している中での筆頭功労要因は，民間設備投資である。
その成長寄与力は，〈GNP＞を＜O．　919％＞push　upしている。つづいて，
第二の功労要因はといえば，もちろん個人消費支出であり，その成長寄与
力は，〈0．358％〉と極めて小さい。その成長寄与は7割も減少している。
　〈・。dQ・g88＞における成長運動の内部構造に激変をもたらしている最大
のマイナス寄与要因は，さきにもみたように，経常海外余剰である。
　その内容をみると，輸出等の伸び率が〈－3．814％〉と減少したことに
よって，輸出等の成長寄与は，〈－0．670％〉となっている。これに加え
て，輸入等は，〈5．091％〉と増加し，その成長寄与は，〈－0．836％〉と
なり，輸出等のマイナス成長寄与と合計して，経常海外余鋼の成長寄与
は，〈－1．　506％〉となっている。
　つづいての大きなマイナス成長寄与要因は，住宅投資で，その成長寄与
は〈－0．567％〉となっている。
　図くA－2＞にみるように，〈・ndQ・9B8＞における成長運動の内部構造は，
前期と比較してみると明らかなるように大きく変形している。内生要因の
成長寄与は，〈0．894％〉となっているから，内生要因の活力は，前期より
〈56，45％〉も低下し，半分以下になっている。内生要因の活力の低下は，
極めて重要なことである。
　外生要因のマイナス成長寄与は大きく，〈－1．738％〉も成長の足を引っ
ぼっているのである。しかもその殆んどが，経常海外余剰のマイナス効果・
によるものである。
　外生要因だけでなく，内生要因も大きく萎縮しており，全体として，
＜2。dQ・g88＞におけ成長活力は大きく衰弱していることに注意しなければ
ならない。
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　3．　〈3rbQlg88＞における成長構造
　マイナス成長率に転落した第2四半期に続いて，1988年，第3四半期，
＜s・dQi98s＞における日本経済は，どのような成長運動を展開しているだ
ろうか。また，その成長運動の内部構造はどうなっているだろうか。診断
分析によって内部構造を明らかにしていこう。
　診断分析の直接対象とするの
は，表＜A－1＞におけるく第3四
半期〉とく第2四半期〉の2つの
統計欄からなる表くA－7＞のマク
ロの統計数値である。
　診断分析を進めていくには，
まず，〈第2四半期〉の数値を
用いて，各要因の成長効果係数
〈ωi，t－・〉を計算し，さらに，
〈第3四半期〉の各要因の増加率
＜θ，vt＞を計算していかなければ
ならない。これらの加工計算の結
果を表示しているのが，表〈A－
8＞である。
　ここで，前期と比較して，最も
目立っているのが，輸出等の増加
　　表くA－7＞　国民総支出の推移
（1980年基準，単位10億円，四半期の数値
は季節調整済みの年率換算，かっこ内は前
年比または前期比増減率）
民間最終消費支出
民　間　住　宅
民間企業設備
民間在庫品増加
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫品増加
経常海外余剃
　　　輸出等
　　　輸入等
国民総支出＝国民総生産年率換算成長率
　　1988年
4～6月　　　7～9月
182010．8　　184559．6
　（0．6）　　　　（1．4）
19682．3　　　20642．1
（▲　　8．6）　　　　　（4．9）
68143．0　　　70888．6
　（4．6）　　　　　（4．0）
　2043，0　　2571．7
　（42．0）　　　　（25．9）
28990．9　　　29223．2
　（0．5）　　　　　（0．8）
25189．5　　　24508．0
（▲　　2，4）　　（▲　　2．7）
　119．5　　▲　　200．5
（▲71．3）（▲－267．8）
▲1196．2　　　　1150．3
（▲132．0）　（－196．2）
55377．6　　　61491．2
（▲　3．8）　　（ll．0）
56573．8　　　60340．8
　（5．1）　　　　（6．7）
324982．8　　333343．0
（▲　　0．8）　　　　　（2．6）
（▲　　3．3）　　　　　（9．6）
率〈θ＝11．040％〉である。前期には，その増加率が〈－3．814％〉であ
ったのであるから，目を引く増加ぶりである。つぎに変化が大きいのは，
民間住宅投資である。民間住宅投資は，前期の〈－8．629％〉から，今期
には，〈4．876％〉へ増加している。
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＜3・dQigss＞における成長効果係数と増加率
＜3rdQlgss＞ 内　　生　　要　　因
民間最終瀕支出1民間住宅民間企業設備1關在畷資
ω■，t－1 0，5600628 0．06056410．20968180．0062864
θi，t ・…％1 一・…6％1－267・・782％【一196．163％
＜SrdQigss＞ 外　　生　　要　　因
政府最終消費支出
ωit’－1 0．0892074
θi，t 0．801％
公的齪資本形成1公的碑投資1経舗外余剰
0．0775102 0．0003677一〇．0036808
一2．706％ 一267．782％ 一196．163％
輸出　ω＝0．1704016　θ＝11．040％
輸入　ωニ＝－0．1740824　θ＝6．659％
　　表くA－9＞　〈G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　　　　＜s，dQlgss＞
　　　　　　　　　　　ωi，t＿1　×　θi，　t＝Gi，　t
成長効果係数 増　加　率 寄　　　　与
ωら’－1 θ’，’％ α，’％
民間最終消費支出＜C＞ 0．5600628 1，400 0．7840879
住　宅　投　資＜H＞ 0．0605641 4，876 0．2953105
民間企業設備くF＞ 0．2096818 4，029 0．8448079
民間在庫投資く1即〉 0．0062864 25，879 0．1626857
内生要因合計 2．086892
政府最終消費支出くσc＞ 0．0892074 0，801 0．0714551
公的固定資本形成くGF＞ 0．0775102 一2．706 一〇．2097426
政府在庫投資〈Ginv〉 0．0003677 一267．782一〇．0984634
経常海外余刺〈s．〉 一〇．0036808 一196．163 0．7220367
外生要因合計 0．4852858
輸　　　　　　出〈E．〉 0．1704016 11，040 1．8812336
輸　　　　　入く島〉 一〇．174024 6，659 一1．1592147
四半期別成長率 σ7－9＝2．57％ 2．5721778％
年率成長率 0＝10．68％ 10．68％
　前期に引き続いて，堅実な動きをしているのは，民間設備投資である。
民間設備投資は，前期には，〈4．625％〉の増加率とほぼ同水準の増加率
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〈4．029％〉を維持している。輸入等の動きは，前期の〈5．091％〉の増加
率から〈6．659％〉の増加率へと着実に増加している。
　表〈A－1＞から抽出している表〈A－7＞のマクロ統計から計算したそれ
ぞれの要因の成長効果係数〈ω，s、一、〉と増加率＜θi，　t＞を，それぞれ＜G－
Formula＞に投入して，計算すれば，表＜A－9＞に表示しているように，
各要因の成長寄与力をはじめ，内生要因合計，外生要因合計および輸出
等，輸入等の成長寄与力を求めることができ，そして最後に，第3四半期
の成長率（瞬間風速）〈G，．．g＝2．57％〉を求めることができる。
　表＜A－9＞に表示されている各要因の成長寄与力を，成長運動の内部構
造を表すように作図したのが図〈A－3＞である。
　前期の成長運動の内部構造を表した図＜A－2＞と今期の成長運動の内部
構造を表した図＜A－3＞を比較してみると，明らかなるように，内部構造
図くA－3＞　＜3，dQ・g88＞における成長運動の内部構造
F
、，dQ、9、、 0．84
7～9月
σ3＝2．57％ H
0．30
1卿
0．16
C 0．78
Gc
0．07
E；一∬矯
0．72 Gr
一〇．21
G伽
一〇．1
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に，激しい変化が起きていることを見い出すだろう。
　最大の特徴は，成長率が前期のマイナス成長から，今期はプラスの成長
率へ立ち直っていることである。
　前期の瞬間風速は，〈－0．844％〉であったのに対して，今期は，〈2．57
％〉へと大きく活力を取り戻している。前期から今期にかけての成長運動
における内部構造の著しい変化は，内生要因における住宅投資と個人消費
支出と外生要因における経常海外余剰の復活である。とくに，輸出の増加
による経常海外余剰の寄与力と住宅投資の寄与力が目立っている。
　前期には，萎縮し，。衰弱した成長運動が，内部構造の復活によって，健
全な成長運動へ回復しているのであるが，輸出，住宅投資と個人消費支出
を中心にして，僅か3ケ月の間に，激しく変動しているのは，極めて特徴
的である。
　前期に続いいて，今期も成長運動の展開における筆頭功労要因は，民間
設備投資であり，GNPを＜0．845％＞push　upする成長寄与力を発揮して
いる。第二の功労要因は，個人消費支出であり，＜0．784％＞GNPをpush
upしており，その成長寄与力は，前期のく0．358％〉から，今期には，
〈O．　784％〉へと増加し，その改善率は〈118．99％〉である。第三の功労
要因は，経常海外余剰であり，＜0．722％＞GNPをpush　upしている。輸
出の増加に伴って，経常海外余剰の成長寄与力は，前期のく一1．51％〉と
いう落ち込みから，今期は，〈O．・722％〉へと，大きく改善され，その改善
率は〈147．81％〉となっている。増加率が，最も大きい変化を示した輸出
の成長寄与力は，前期の足を引っぱた〈－0．670％〉というマイナス寄与
力から，今期には，〈IJ881％〉へと増加し，その改善率はく380．75％〉と
極めて著しい。住宅投資は，第四の功労要因であり，GNPへの成長寄与
力は，前期の〈－0．567％〉から，今期には，著しく赦善して，〈0．295
％〉となており，その改善率は，〈152．03％〉に達している。
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　明らかなるように，内生要因全体の成長寄与力は，〈2．087％〉であり，
これに対して，外生要因全体の成長寄与力は，〈0．485％〉となっている。
　第3四半期における経済成長運動のメカニズムは，内生要因主導型の経
済成長であり，＜Main　Engine＞による成長であるといってよい。
　4．　＜4thQlgss＞における成長構造
　さきの診断分析によって，1988年における日本経済の第3四半期の成長
運動の内部構造は，いくつかの問題点を抱えながらも，「内生要因主導型」
の成長運動を展開していたことが明らかにされてきた。
　今期は，どのような成長運動を　　　表くA－10＞　国民総支出の推移
展開・てい・だろう・・引き続い謬器講誘潔羅：朧欝
て，第4四半期の成長運動の内部　年比または前期比増減率）
構造を明らかにするための診断分
析を進めていくことにしよう。
　診断分析の対象は，さきの表
＜A－1＞から，第3四半期＝7月
～9月と第4四半期＝10月～12月
のマクロ統計を取り出して作成し
た表〈A－10＞である。
　この表＜A－10＞を診断分析の
対象にして，まず，第4四半期の
成長運動の内部構造を明らかに
していくのに，＜G－Formula＞
における各要因の成長効果係数
〈ω」，t－・〉と各要因の増加率
　　1988年
7～9月　　10～12月
民間最終消費支出
民　間　住　宅
民間企業設備
民間在庫品増加
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫品増加
経常海外余剰
　　　輸出等
　　　輸入等
国民総支出＝国民総生産年率換算成長率
184559．6’185932．0
　（1．3）　　　　　（0．7）
　2042．1　　　21241．7
　（5．1）　　　　　（2．9）
70888．6　　73117．5
　（4．2）　　　　　（3．1）
　2571．7　　　　2362．2
　（8．9）　　（▲　　8。1）
29223．2　　　29461．4
　（0．7）　　　　　（0．8）
24508．0　　　24542．9
（▲　1．1）　　（0．1）
▲200．5　▲879．0
（▲400．3）　　　　　　（一）
　1150，3　　　　1424．7
　　（一）　　　　（23．9）
61491．2　　　62093．4
　（9。9）　　　　　（1．0）
60340．8　　60668．7
　（7．0）　　　　　（0．5）
333343．0　　337203．3
　（2，3）　　（1．2）
　（9．6）　　　　　（4．7）
＜θ‘，t＞を計算して，表示しているのが，表＜A－11＞である。
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＜4thQlg88＞における成長効果係数と増加率
＜4thQlgss＞ 内　　生　　要　　因
ω8，t－1
民間最終消費支出民間住宅1民間企業設備1民間碑投資
・55366271・・6192451・…2659610．0077148
θらt ・744％i 2…5％1 3・・44％1 一8．146％
〈4thQlgss＞ 外　　生　　要　　因
ω1，t－1
政府最終消費支出1公的固定資本瑚公的碑投資陣酬余剰
・・876671・・7352・81－・…345・710．0034507
θりt 0．815％ ・・42％1 338…4％123．855％
輸出　　ω＝0．1844682　　θ＝0．979％
輸入　ω＝－0。1810171　θ＝0．543％
　　表くA－12＞　〈G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　　　　く4thQl988＞
　　　　　　　　　　　　tOi，　t＿1×θi，　t＝G，，　t
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備くF＞
民間在庫投資〈1。。〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成〈GF＞
政府在庫投資〈G伽〉
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　　出〈E．〉
輸　　　　　入〈1．〉
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ωi，t－1
0．5536627
0．0619245
0．2126596
0．0077148
　0．087667
　0．0735218
－0，0006014
　0．0034507
　0．1844862
－0．1810171
010解12ニ1．158％
　　0＝4．72％
増　加　率
　θi，t％
　0．744
　2．905
　3．144
－8．146
　0．815
　0．142
338．404
23．855
0．979
0．543
寄
Gi，　t
与
　0．411925
　0．1798906
　0．6686017
－0．0628447
　1。1975726
　0．0714486
　9．01044
－0。2035161
　0．0823164
－0．0393111
　0．1805943
－0．0982922
　1．1582615
　0．0472134
　計算結果を表示した表＜A－11＞をみて，今期の成長運動における最も
大きな特色は，成長効果係数に＜0．554＞をもつ個人消費支出の大きな落
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ち込みである。個人消費支出は，前期には，表＜A－8＞にみるように，
衰弱していると言っても，〈1．400％〉の増加率であった。それが，今期に
は，さらに大きく衰弱して，その増加率は，〈0．744％〉と殆んど半分の水
準に落ち込むという異常な事態が生じている。
　続いて，第二の特色は，前期にみられた輸出，輸入の増加率が，これ
また，急速に落ち込んでしまっていることである。前期には，輸出は，
〈11．04％〉もの増加率であったのが，今期には，〈0．98％〉へと縮小して
しまっており，輸入もまた，前期には，〈6．66％〉の増加率であったのが，
今期には，〈O．　54％〉へと急速に落ち込んでしまっている。
　住宅投資と民間設備投資は，前期とほぼ同じ水準を維持し，堅実な動き
を示している。
　表〈A－11＞の成長効果係数〈ωげ，，一、〉と増加率〈θi，t＞を，それぞれ
〈G－Formula＞に投入して，各要因の成長寄与力を計算して，表示してい
るのが，表＜A－12＞である。
　今期の瞬間風速は，〈1．16％〉であるが，前期は，〈2．57％〉であったの
で，約1／2水準への落ち込みである。成長率落ち込みの最大の原因は，成
長効果係数＜0．55＞の個人消費支出の増加率が，〈0．744％〉と小さく，成
長寄与力も〈O．・412％〉と，低い水準になったためである。前期には，
〈0．794％〉もの成長寄与力を発揮していたのと比較すると，大体半分の
水準に陥っている。
　今期の成長運動の展開における筆頭功労要因は，前期に比較して，若干
の縮小はあるものの，依然として，民間設備投資である。第二の功労要因
は，個人消費支出であり，第三の功労要因は住宅投資である。住宅投資
は，前期の〈0．295％〉の成長寄与力に対して，今期も〈0．180％〉と頑張
って，成長寄与力を発揮している。
　経常海外余剰もまた，今期には，〈0．083％〉の成長寄与力にすぎず，そ
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図＜A－4＞　＜4thQ・g88＞における成長運動の内部構造
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の力と前期の1／9に落ち込んでいるのが，今期の成長運動の内部構造にお
ける注目すべき変化である。
　第4四半期の成長運動は，内生要因合計で，〈1．1976％〉の成長寄与力
を発揮しているのに対して，外生要因合計の成長寄与力は，〈一〇．039％〉
であるから，「内生要因主導型」の成長運動の展開である。それも，民間
設備投資と住宅投資を中心に展開された運動であるが，そのEnergyが衰
えているのは気掛りになる。
　年率換算した成長率は，前期に，〈10．68％〉の高水準にあったのに対し
て，今期は，〈4．　72％〉と約1／2の水準にまで落ち込んでしまっている。
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B．　1989年における成長運動の内部構造
　1．　＜1。tQlg8g＞における成長構造
　1988年，第4四半期における日本経済は，内生要因主導型の成長運動を
展開していた。しかし，成長運動のEnergyが徐々に衰えているようにみ
えるのが気がかりであった。
　この前期からの気がかりであった成長活力の低下気味は，その後どう展
開していっているだろうか。引き続き，1980年基準の国民所得統計表〈B
－1＞を用いて，今期の成長運動の内部構造がどうなっているか，診断分析
していくことにしよう。
　直接，診断分析の対象とするのは，表＜B－1＞の1988年第4四半期と
表＜B－1＞の第1四半期の国民所得統計である。今期の統計数値と前期
の統計数値を用いて，＜G－Formula＞V＝　inputする各要因の成長効果係数
＜ω・，t－1＞と各要因の増加率＜θi，　t＞を計算していくのであるが，表示し
たものが，表〈B－2＞である。この表をみることによって，各要因の成長
効果係数と各要因の増加率とを知ることができる。
　この表の2つの数値を，＜G－Formula＞にinputしていくことによっ
て，各要因の成長寄与力を求めることができる。この成長寄与力を表示し
たのが，表＜B－3＞である。表〈B－3＞に表示されている各要因の成長寄
与力を分り易く図形化して，成長運動の内部構造がどうなっているかを表
したのが，図＜B－1＞である。
　＜1・tQt98g＞における日本経済の成長運動の最大の特徴は，成長運動の
内部構造を示す図＜B－1＞を一見して明らかになるように，民間設備投資
の成長寄与力の増大と経常海外余剰の成長寄与力の大きな落ち込みであ
る。したがって，前期の成長運動の内部構造と比較してみると，可成り著
しい内部構造の変化をみることができる。
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表＜B－1＞　＜18tQlg8s＞における診断分析の対象とする国民所得統計
国民綴出の推移（1980年基準，単位10億円，四半期の数値は実質で季節調整済みの年率換算，カッコ内は前年比または前期比増減率，▲は減）
1988年
10～12月
1989年
1～3月　　4～6月　　7～9月
　　　　　　　1990年
10～12月　　　1～3月　　4～6月
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民　　間　　住　　宅
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民間在庫品増加
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫品増加
経常海外余剰
　　　　輸出等
　　　　輸入等
国　民　総　支　出　国民総生産年率換算成長率
出所：日本経済新聞
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表〈B－2＞
　日本経済における成長構造の変化
1980年基準く・、tQlg8g＞における成長効果係数と増加率
＜iStQ・989＞ 内　　生　　要　　因
1民間最終消費劃民間住宅1關企業設備［民間碑投資
ωi，t－1 1 ・55・39431・・6299371…68351
θi，t ・・359％1 ・468％1 6・・432％1
0．0070052
－54．263％
〈i、tQ・989＞ 外　　生　　要　　因
蹄最終消費支出公的固定資本瞬公的在pam資1経常酬余剰
ωi，t－1
・・8736981・・7278361－…26・67｝0．004225
ei，t ・633％1 ・535％1－・29・・56％1一109．055％
輸出　ω＝0．1841423　　θ＝6．835％
輸入　ω＝－0．1799172　　θ＝9．557％
表くB－3＞ ＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　＜istQ・989＞
成長効果係数増加率寄与　ωi，t＿1　　　　　　θi，　t　％　　　　　　G‘，　t　％
民間最終消費支出＜C＞ 0．5513943 1，359 0．7493448
住　宅　投　資くH＞ 0．0629937 0，468 0．029481
民間企業設備くF＞ 0．216835 6，432 1．3946827
民間在庫投資〈1。，〉 0．0070052 一54．263 一〇．3801231
内生要因合計 ． 1．7933854
政府最終消費支出＜σc＞ 0．0873698 0，633 0．055305
公的固定資本形成＜σF＞ α0727836 0，535 0．0389392
政府在庫投資〈Ginv〉 一〇．0026067 一129．156 0．3366709
経常海外余剰くS。〉 0．004225 一109。055一〇．4607573
外生要因合計 一〇．0298422
輸　　　　　　出く＆〉 0．1841423 6，835 L2586126
輸　　　　　入く漏〉 一〇．1799172 9，557 一1．7194686
四半期別成長率 G、－3＝1．764％ 1．7635432
年率成長率 G＝7．24％ 7．24489
（697） 41
　　　　　政経論叢　第61巻第5・6号
図＜B－1＞　〈lstQlgsg＞における成長運動の内部構造
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　＜G－FOrmula＞による成長構造分析の結果を表示する表＜B－3＞にみ
るように，1989年，第1四半期における日本経済は，成長運動の筆頭功労
要因である民間設備投資と第三功労要因である個人消費支出を中心にして
成長運動を展開している。
　図＜B－1＞を一見すると，個人消費支出が第二功労要因として貢献して
いるようにみえるけれども，表＜B－3＞をみると，経常海外余剰要因の輸
出等マイナス輸入等において，輸出が第二功労要因であり，個人消費支出
が第三功労要因であることがわかる。
　図＜B－1＞においては，背後に隠れてしまっているけれども，輸出は
〈6．8％〉と大きく増加し，〈1．26％〉の成長寄与力を発揮しているので
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ある。しかし，輸入は，〈9．56％〉と急増しているので，〈－1．72％〉のマ
イナス成長寄与力となり，今期の成長の足を引っばる結果となっている。
このため，結局，経常海外余剰の成長寄与力は，〈－0．461％〉と落ち込ん
でしまっているのである。
　この期の日本経済の成長運動の推進力をなしている主力要因は，民間投
資と輸出と個人消費支出である。そして瞬間風速＜G，－s＞は，〈1．76％〉
と高い成果を挙げているのであるが，この成果のうち，内生要因による成
長寄与力は，〈1．79％〉であり，これに対して，外生要因による成長寄与
力は，〈一〇．03％〉であるから，この期の経済成長は，全く，内生要因に
よる成長運動の展開であると言ってよい。
　2．　＜2ndQlg8g＞における成長構造
　第2四半期，〈2。dQigs，〉における日本経済の成長構造には，異常変化が
生じていることを，まずはじめに指摘しておかなければならない。
　診断分析の結果を表した図くB－1＞を一見して明らかなるように，前期
表＜B－4＞　＜2ndQlg8g＞における成長効果係数と増加率
＜2ndQ1989＞ 内　　生　　要　　因
ω’，t－1
ei，t
【民間最終消費支出民間住宅i民間蘇設備｝民間碑獺
・．・549・94・381・・62・9・・65匝226779471…3・48427
　　－・986％1－2．・278％1・・42％1・27・・99・％
〈2ndQl989＞ 外　　生　　要　　因
1政府最終消費支出1公的固定資本形成1公的碑姻群酬余剰
cait　t－1
・・86397882i…79・4・57…76・・7・・一・…375・22
θi，t …8％1－・54・％1・・343％i・636・279％
輸出　ω＝0．193316788　　θ＝－O．　773％
輸入　ω＝－0．193692711　θ＝2．404％
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に，すでに心配されていた異常とも言うべき激しい変化を示してきた日本
経済の成長運動の内部構造は，今期に入ってくると，危惧された通り，変
化は急速に悪化して，成長運動は崩壊し，全く委縮してしまい，民間在庫
投資を中心とする驚くべき成長運動に変化してしまっている。
　診断分析の対象は，表くB－1＞における第1，第2四半期の統計数値で
ある。これらの統計を用いて，成長運動の内部構造を明らかにしていくた
めの素材ないしデータとも言うべき成長効果係数〈ω，，t－、〉および各要因
の増加率＜θi，　t＞を用意して，表示したのが，表〈B－4＞である。
　この表を見て，最も目立つ特徴は，最大の成長効果係数〈0．549194＞を
とる個人消費支出の増加率が，〈－0．986％〉へ落ち込んでいることであ
る。個人消費支出の増加率がマイナスになること自体が，日本経済にとっ
て，異常なことである。加えて，民間設備投資も，その増加率は，前期の
表くB－5＞ ＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　＜2ndQlgs9＞
成長効果係数　　増　加　率　　寄　　　　与
　ωi，t－1　　　　　　θi，’　％　　　　　　Gr，　t　％
民間最終消費支出くC＞ 0．5491940 一〇，986 一〇．5415052
住　宅　投　資＜H＞ 0．0621910 一2．278 一〇．141671
民間企業設備＜F＞ 0．2267794 0，642 0．1455923
民間在庫投資〈1。v〉 0．0031484 127，990 0．4029637
内生要因合計 一〇．1346202
政府最終消費支出〈0σ〉 α0863978 0，008 0．0006911
公的固定資本形成くOF＞ 0．0719041 一α543 一〇．0390439
政府在庫投資く0伽〉 0．0076117 42，343 0．0322272
経常海外余剰〈∫。〉 一〇．0003750 1636，279一〇．6136046
外生要因合計 一〇．6197302
輸　　　　　　出く島〉 0．1933167 α773 0．1494338
輸　　　　　入く漏〉 一〇．1936927 2，404 一〇．4656372
四半期別成長率 G4－6＝－0．754％ 一α7543504
年率成長率 0＝－298％ 一298208
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〈6．432％〉から，今期には，〈0．642％〉へと，丁度＜1／10＞に落ち込ん
でしまっている。さらに，輸出の増加率も，前期の〈6．835％〉から，今
期には，〈0．773％〉へと急落してしまっている。これらの主要要因の著し
い低下の結果として，民間在庫投資が，〈127．99％〉の増加率で急増し，
成長運動の筆頭功労要因になっているのは，異常としか言いようがない。
　表〈B－4＞の成長効果係数と増加率を＜G－Formula＞にinputしてえら
れた各要因の成長寄与力，表くB－5＞をみると，個人消費支出の成長寄与
力は，〈一〇．54％〉と成長運動の足を引っばっている。だが，成長運動の
足を最も大きく，引っぱっているのは，経常海外余剰である。経常海外余
剰は，〈1636．279％〉もの増加率であるが，効果係数がマイナスの値をと
っているので，結局，成長寄与力は〈－0．614％〉と最大のマイナス要因
になっている。
図＜B－2＞　＜2。dQlg8g＞における成長運動の内部構造
，。dQ、，、9 F
4～6月 0．15
G，コー0．75％
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　さきにも指摘したように，最大の筆頭功労要因は，〈127．99％〉の増加
率をとった民間在庫投資で，その寄与力は，〈0．403％〉である。
　したがって，内生要因全体で，〈－0．135％〉の成長寄与力をもち，さ
らに外生要因全体が〈－0．620％〉の成長寄与力となっているため，この
期の時間風速は，〈－0．754％〉のマイナス成長率となっている。その最大
の原因は，個人消費支出と住宅投資，そして輸出の寄与力の落ち込みによ
るものである。
　3．　〈3。dQlg8g＞における成長構造
　第3四半期における診断分析の対象は，表＜B－1＞における第2，第3
四半期の統計数値である。この統計を用いて，計算し，加工して，1989
年，第3四半期の日本経済の成長運動の内部構造を明らかにしていこう6’
　図くA－1＞と〈B－1＞を比較してみると，日本経済の成長運動は，前期
の異常な状態から回復し，殆んど＜1・tQlgsg＞の成長運動の内部構造に近い
状態にまで，回復しかけているようにみえるのであるが，まだ回復し切っ
表くB－6＞　＜3，dQlg8g＞における成長効果係数と増加率
＜s・dQlgs9＞ 内　　生　　要　　因
民間最終消厳出1民間住宅1民間企業設備民間在庫投資
（Vi，　t－1 O．5479205O．0612370 0．2299729　　　　　0．003148427
θ画，‘ 1．991％ 2．270％ 6．453％ 一15．663％
＜3，dQig89＞ 外　　生　　要　　因
陣最終消費支出i公的固定資本形成「公的碑姻経髄外余剰
a）i）t－1 ・・87・63・9gl・・72・58581・・…9・725－…6576779
θ，，t ・275％1－・・366％1－・2・・948％一70．497％
輸出　ω＝0，200239416　θ＝6．603％
輸入　ω＝－0．202125067　θ＝4．066％
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表＜B－7＞　＜G－－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　　く3，dQ1989＞
成長効果係数　　増　　加　　率　　寄　　　　与
　（Vi，　t－・　　　ei，　t％　　　Gi，　t
民間最終消費支出〈C＞ 0．5479205 1，991 1．0909097
住　宅　投　資〈π〉 0．0612370 2，270 0．1390079
民間企業設備＜F＞ 0．2299729 6，453 1．4840151
民間在庫投資くム，〉 0．0072327 一1i凱663 一〇．1132857
内生要因合計 2．600647
政府最終消費支出＜Gc＞ 0．0870631 0，275 0．0239423
公的固定資本形成くOF＞ 0．0720585 一1．366 一〇．0984319
政府在庫投資くσ伽〉 0．0010917 一8ag48一〇．0905543
経常海外余剰くS。〉 一〇．0065767 一70．497 0．4636376
外生要因合計 0．2985937
輸　　　　　出〈E．〉 0．2002394 6，603 1．3221807
輸　　　　　入〈1m〉 一〇．2021250 4，066 一〇．8218402
四半期別成長率 07幻9＝2．899％ 2．8992407
年率成長率 G＝12．110％
てはいない。
　今期の成長運動において，成長活力を取り戻しているのは，個人消費支
出と民間設備投資である。個人消費支出は，その増加率が〈1．991％〉と
プラスの増加率に転じており，民間設備投資も〈6．453％〉と大きく増加
率を持ち直している。
　民間住宅投資をも加えて，個人消費支出と民間設備投資を中心に，成長
の気力を取り戻し，内生要因を主力とする成長運動に立ち帰っているのを
みることができる。
　表＜B－7＞にみるように，＜3・dQi98g＞における成長運動は，民間設備投
資を成長の筆頭功労要因にして，その寄与力は〈1．484％〉であり，さら
に個人消費支出の寄与力は〈1．091％〉となっている。
　注目すべきは，輸出の成長効果係数が，今期になって，はじめて，＜0．
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図くB－3＞　＜s，dQ・g8g＞における成長運動の内部構造
s，dQisss
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Ginv
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－O．11
Gs
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2002394＞という水準に達したことである。今期は，輸出の増加率が＜6．
603％〉となったこともあるが，その成長寄与力は，〈1．322％〉と個人消
費支出を上回って，民間設備投資，〈1．484％〉につぐ第二功労要因となっ
ている。
　第3四半期における瞬間時風速は，〈2．99％〉と可成り高い成長率を達
成しているが，その内訳をみると，内生要因による成長が，〈2．600％〉と
〈86．96％〉を占めており，外生要因による成長は，〈0．299％〉である。
　したがって，図〈B－3＞をみて明らかなるように，今期の成長運動の内
部構造は，内生要因と輸出による成長運動である。しかし，個人消費支出
の力が依然として弱いことに注目しておくべきである。
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　4．　＜4thQlgew＞における成長構造
　第4円半期，〈4thQlg8g＞の診断分析の対象となるのは，表くB－1＞にお
ける第3，第4四半期の統計数値である。この数値を用いて，成長効果係
数と各要因の増加率を求め，表示しているのが，表＜B－8＞である。
　この表〈B－8＞の計算値を〈G－Formula＞にinputしてえた各要因の成
長寄与力は表＜B－9＞に表示されている。
　図くB－4＞は，表＜B－9＞の各要因の成長寄与力を用いて，成長運動の
内部構造を理解し易く，図示している。
　図＜B－4＞をみて明らかなように，経常海外余剰を別にすれば，大体，
前期と同じような成長運動の内部構造を展開しているようにみえる。しか
し，経常海外余剰が，〈525．045％〉の増加率となり，成長寄与力は，〈－
0．ggq％〉へと大きくマイナスの値になっていることが，前期と大ぎく異
っているところである。このため，経常海外余剰，＜E．－Im＞が，大きく
円内に落ち込んで，前期と異なる成長運動の内部構造を示している。
表くB－8＞　＜4thQlg8g＞における成長効果係数と増加率
＜4thQlgs9＞ 内　　生　　要　　因
1民間最終消費支出1民間住宅医間蝶設備【民間樋投資
ωf，t－1 0．5430844 0．0608627…2379・521…5928・
θi，t ・945％1 ・・85・％1 …2％1 1．916％
＜4thQlgs9＞ 外　　生　　要　　因
陣最終消費支出1公的固定資本刻公的碑投資降常酬余剰
（Dit　t－1 ・・8484281・・69・7・3・…8・gl－・…8856
θi，t 0．945％ ・256瑚一・59Z・・3％1525・・45％
輸出　ω＝0．200239416　θ＝1．258％
輸入　ω罵一〇．202125067　θ＝6．145％
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表くB－9＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　く4thQl989＞
成長効果係数 増　加　率 寄　　　与
ωf，’－1 θら‘％ α．’％
民間最終消費支出＜C＞ α5430844 1，587 0．8618747
住　宅　投　資くH＞ 0．0608627 1，951 0．1187431
民間企業設備くF＞ 0．2379152 4002 0．952137
民間在庫投資く1御〉 0．0059280 1，916 0．011358
内生要因合計 1．9441128
政府最終消費支出くGc＞ 0．0848428 0，945 α0801764
公的固定資本形成＜GF＞ 0．0690713 L25 0．0867535
政府在庫投資〈Gi”v〉 0．0001809一1597．003一〇．2888978
経常海外余剰くS。〉 一〇。0018856 525045一〇．9900248
外生要因合計 一1．1119927
輸　　　　　　出くE．〉 α2002394 1，258 0．2519011
輸　　　　　入〈Im〉 一〇．2021250 6，145 一1．2420581
四半期別成長率 Glo創12＝0．832％ 0．8321201
年率成長率 σ＝3．370％ 3．36975
　この期の瞬間風速は，〈0．832％〉で，年率成長率に換算すれぽ，＜3．37
％〉となり，良くもなければ，悪くもない成長率を達成している。しかし，
その成長運動の内部構造をみると，内生要因の成長寄与力が〈1．944％〉，
外生要因の成長寄与力が〈－1．112％〉となっており，外生要因が大きく
成長運動の足を引っばっている。
　内生要因は，前期には，〈2．・600％〉の成長寄与力を発揮していたが，今
期には，〈1．944％〉へと，〈25．23％〉落ち込んでいる。外生要因は，前期
には，〈0．299％〉の成長寄与力をもっていたのが，今期には，＜－1．112
％〉へと大きくマイナスへ落ち込んでいる。
　図＜B－4＞にみるよちに，とくに，経常海外余剰のマイナス寄与力は大
きく，バランスの崩れた奇形的な成長運動の内部構造を展開している。
　筆頭功労要因は，民間設備投資で，〈0．952％〉であり，第二功労要因
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図＜B－4＞　＜4thQlg8g＞における成長運動の内部構造
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は，個人消費支出で，〈0．862％〉となっている。しかし，まだまだ，個人
消費支出の成長寄与力は，依然として弱い。
　輸出は，その寄与力が〈0．252％〉で，第三位を占めている。しかし，
輸入は，〈6．145％〉と高い増加率をとったため，その成長寄与力は，〈－
1．・242％〉となり，内生要因の成長寄与力，〈1．944％〉のうち，〈63．89％〉
を打ち消してしまう結果になっている。
　日本経済は，今期もバランスを崩した成長運動の内部構造を展開してい
ると言わなけれぽならない。
　　I
　C．，1990年における成長運動の内部構造
　さきに診断分析したように，1989年の日本経済の成長運動の内部構造に
おける不安定性と成長Energyの衰弱が心配されてきたのであるが，その
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表＜C－1＞　1990年における診断分析の対象とする国民所得統計
国民織出の擁（1985年基準，単位10億円，四半期の数値は季節調整済みの年率換算（実質），カッコ内は前年比または前期比増減率％，▲は減）
民間最終消費支出
民　間　住　宅
民間企業設備
民間在庫品増加
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫品増加
経常海外余剰
　　　輸出等
　　　輸入等
国民総支出＝国民総生産年率換算成長率
　　　1990年度　　　　　1989年
名目実質10～12月
1990年
IN3月 4～6月 7～9月
　　　　　1991年
10～12月　IN3月
246522，8
　（6．1）
26703。2
　（14．0）
87357．3
　（15．・0）
　2890．2
（▲11．1）
38856．4
　（5．・9）
28488．7
　（7．4）
　141．5
　　（一）
　6608．1
（▲19．5）
64916．6
　（7．6）
58308．5
　（11．9）
437568．2
　（7．7）
233463．6
　（3．5）
23916．6
　（10．2）
89667．6
　（13．6）
　3138．4
（▲13．2）
34135．4
　（1，4）
26044．0
　（3．1）
　126．7
　　（一）
　　6．6
　　（一）
73888．0
　（7．7）
73881．4
　（7．0）
410498．9
　（5．・7）
228740，9
　（2．0）
21785。9
　（0，9）
80529．8
　（3．8）
　3961．4
　（4。3）
33646．9
　（0．6）
25294．9
　（1，3）
▲　721．0
　　（一）
▲2090．8
（▲651．5）
68977．2
　（3．1）
71068．0
　⑯8）
391148．0
　（1．3）
　（5．4）
229493．1
　（0．3）
22080．3
　（1．4）
83429．0
　（3．6）
　2180．7
（▲45．・0）
33901．9
　（0．8）
25697．3
　（1．6）
　203．4
　　（一）
　462．1
　　（一）
73636．7
　（6．8）
73174．6
　（3．0）
397447．8
　（1．6）
　（6．6）
233094．6
　（1．6）
23238．8
　（5．・2）
85923．6
　（3．0）
　3348．8
　（53．6）
33902．0
　（0．0）
25958．5
　（1．0）
　433．5
（113．1）
▲3022．4
（▲754．1）
74052．7
　（0．6）
77075．1
　（5，3）
402877．4
　（1．4）
　（5．6）
234006．9
　（0．1）
23380．4
　（4．5）
87558．4
　（2．6）
　3016．6
　（4．5）
33906．3
（▲o．9）
25658．6
（▲5．8）
　595．9
（104．1）
▲2313．2
　　（一）
71547．1
（▲2．5）
73860．3
（▲3．5）
05800．0
　（0．7）
　（2．8）
233610．0
（▲0．2）
22998．0
（▲1．6）
90253．3
　（3．1）
　2666．1
（▲11．6）
34518．7
　（1．8）
25981．2
　（1．3）
▲　601．7
（▲201．0）
　372．4
　　（一）
73445．5
　（2．7）
73073．1
（▲1．1）
409798．1
　（1．0）
　（4．0）
234948．3
　（0．6）
22576．7
（▲1．8）
92263．4
　（2．2）
　3071．8
　（15．2）
35036．8
　（1．5）
6143．3
　（0．6）
　　80．2
　　（一）
　3972．5
（966．7）
76508．5
　（4．2）
72536．OL
（▲α7）
4 8093．0
　（2．0）
　（8．3）
出所：日本経済新聞に発表された速報値より作成。
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後，どういう内部構造の展開を示しているだろうか。
　1990年における日本経済の四半期別成長運動の内部構造の展開を解明し
ていくための診断分析の対象となるのは，1985年基準の国民所得統計であ
る表〈C－1＞である。
　1．　＜lstQlggo＞における成長構造
　1989年，第4四半期において，大きくパラソスの崩れた成長運動の内部
構造は，回復しかけたものの，今期も，また図＜C－1＞にみるように引き
続いている。
　1990年，第1四半期の日本経済の成長運動の内部構造の診断分析が対象
とするのは，表＜C－1＞における1989年，第4四半期と1990年，第1四半
期の統計数値である。
　この二つの期の統計を用いて，成長運動の内部構造を捕えていこうとい
うのである。
　必要とする成長効果係数〈ωi，t－1＞と増加率〈θ‘，　t＞を求めて表示して
　　表＜C－2＞　1985年基準統計〈・stQigg・〉における成長効果係数と増加率
＜1StQiggo＞ 内　　生　　要　　因
1民間最終瀕支出民間住宅1民間蝶設備1民間碑投資
ω1，t－t 0．5847937 ・・5569731…588・610．0101276
θ、，t 0．329％ …35・％1 3・…％1－・4・・95・％
＜istQiggo＞ 外　　生　　要　　因
陣最終消費支出1公的固定資本形成公的在融資1経糖外余剰
・嗣ト・・86・2・81・・6466831一〇．0018432一〇．0053452
θ，，’ ・758％［ ・・5・・％1－・28・…％1一122．102％
輸出　ω＝0．1763455
輸入　ω＝－0．1816908
（709）
θ＝6．755％
　θ＝2．964％
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いるのが，表〈C－2＞である。
　この表をみて，最も特徴的であるのは，個人消費支出の増加率の落ち込
みが，前期の〈1．587％〉から，今期には，〈0．329％〉へと，およそ＜1／5＞
に低下してしまっていることである。その外には，輸出が5倍以上の増加
率で活気づき，輸入がおよそ半分の増加率に低下したことで，それ以外に
は殆んど変化は生じていない。
　したがって，表くC－2＞のデータを＜G－Formula＞にinputして，各要
因の今期における成長運動の中での寄与力を求めてみると，表くC－3＞の
ようになる。
　今期の筆頭功労要因は，輸出で，その寄与力は〈1．191％〉となってい
る。第二の功労要因は，民間設備投資で，〈0．741％〉の寄与力を発揮して
いる。
表＜C－3＞ 〈G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　〈istQiggo＞
民間最終消費支出くC＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備〈F＞
民間在庫投資＜1。v＞
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成くGF＞
政府在庫投資くGinv＞
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　出＜Ex＞
輸　　　　　入〈lm＞
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ωitt－1
0．5847937
0．0556973
0．2058806
0．0101276
　0．0860208
　0．・0646683
－O．0018432
|0．0053452
　　0．1763455
　－0．1816908
GIN3＝＝1．611％
　G＝：6．601％
増　加　率
　θi，t％
　0。329
　1．351
　3．600
－44．951
　0．758
　1．591
－128．211
－122．102
、6．755
2．964
寄　　　与
　G，，t％
　0L　1923971．
　0．075247
　0．7411701
－0．4552457
　0．5535685
　0．0652037
　0．1028872
　0．2363185
　0．6526596
　1．057069
　1．1912138
－0．5385315
　1．6106375
　6．60139
54 （710）
　　　　日本経済における成長構造の変化
図〈C－1＞　〈1、tQlgg・〉における成長運動の内部構造
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　全く，驚い灯ことには，最大の成長効果係数をとっている個人消費支出
が，政府在庫投資の寄与力〈0．236％〉以下の〈0．192％〉である。
　図＜C－1＞にみるように，成長運動の内部構造は，前期と比較すれぽ，
個人消費支出が落ち込み，経常海外余剰が伸びて，大きく変化している。
　第1四半期の瞬時風速は，〈1．611％〉となり，年率換算して，＜6．　601
％〉と高い成長率を達成している。これも，輸出と民間設備投資を主力と
する成長運動の展開によるものである。
　2．　＜2。dQlggo＞における成長構造
　1990年，第2四半期の診断分析が取り挙げるのは，表〈C－1＞における
1990年，第1四半期と第2四半期の統計数値である。
　この統計を用いて，各要因の成長効果係数＜ω‘，，－1＞と増加率＜θi，t＞
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表＜C－4＞　〈2・dQiggo＞における成長効果係数と増加率
＜2ndQlggo＞ 内　　生　　要　　因
・il　t．1民間最終瀕支出民間住宅民間企業設剣賄碑獺
ω1，t＿1 0．5774169・・5555521…99・・80．0054867
θi，’ ・・569％1 5・・247％1 2．990％ 53．565％
＜2ndQlggo＞ 外　　生　　要　　因
政府最弩瀕支出1公的固定資本瑚公的碑投資群酬舖
ω露，t－1 0．085299 ・・6465571・…5・・70．0011626
θ‘，t 0．000％ ・…6％1・・3・・27％「－754・・58
　輸出　ω＝0．1852738　θ＝0．565％
　輸入　ω＝・－0．1841112　　θ＝5．330％
を求めて表示したのが，表＜C－4＞である。この表をみて，特徴的である
のは，まず，住宅投資が急速に増加して，その増加率が〈5．247％〉とな
っており，つづいて民間設備投資が，その増加率をく2．990％〉へと落ち
込ませていることである。さらに，加えて注目すべきは，個人消費支出
は，前期のく0．329％〉から元気を取り戻し，・〈1．569％〉へと，その増加率
を高めていることである。そして最後に，注目すべきは，輸出の増加率が
〈0．565％〉と＜1／10＞以下の低水準へ落ち込んでおり，一方輸入の増加
率は，〈5．330％〉とほとんど倍増した水準にあることである。したがっ
て，経常海外余剰の増加率は，〈－754．058％〉と大きくマイナスの増加率
になっている。
　表＜C－4＞のデータを＜G－Formula＞にinputしてえた各要因の成長寄
与力を表示しているのが，表＜C－5＞である。
　1990年，第2四半期になって，久方振りに，個人消費支出が成長運動の
筆頭功労要因になっている。その成長寄与力は，〈O．・906％〉である。第二
の功労要因は民間設備投資で，その寄与力は，〈O．・628％〉である。住宅投
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表くC－5＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　〈2ndQl99・〉
成長効果係数 増　加　率 寄　　　　与
ω‘，f－1 θ‘．‘ α，’
民間最終消費支出くC＞ 0．5774169 1，569 0．9059671
住　宅　投　資〈π〉 0．0555552 5，247 0．2914981
民間企業設備＜F＞ 0．2099118 2，990 0．6276362
民間在庫投資く1牌〉 0．0054867 53，565 0．293895
内生要因合計 2．1189964
政府最終消費支出＜Gc＞ 0．085299 0．00 0
公的固定資本形成くOF＞ 0．0646557 0，016 0．0656901
政府在庫投資く0伽〉 0．0005117 113，127 0．057887
経常海外余剰くS。〉 0．0011626 一754。058一〇．8766678
外生要因合計 一〇．7530907
輸　　　　　出く瓦〉 0．1852738 0，565 0．1046796
輸　　　　　入く漏〉 一〇．1841112 5，330 一〇．9813126
四半期別成長率 G4－6＝1。366％ 1．3659057
年率成長率 G＝5577％ 557696％
資と民間在庫投資もほぼ同水準の〈0．29％〉の寄与力を発揮している。
　経常海外余剰の落ち込みが大きかったため，個人消費支出の寄与力は，
経常海外余剰の〈－0．877％〉によって，殆んど打ち消されてしまってい
る。
　内生要因は〈2．119％〉の寄与力を発揮しながらも，外生要因が〈－0．
753％〉の足を引っばったため，結局，今期の瞬間風速は，〈1．366％〉と
なり，図＜C－2＞にみるように，内生要因に偏向した成長運動の内部構造
となっている。成長運動がどれだけ持久力をもっているか心配されるとこ
ろである。
3．　＜3rdQlggo＞における成長構造
表くC－1＞における第2，第3四半期の統計数値を診断分析の対象にし
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＜2ndQlggo＞における成長運動の内部構造
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表〈C－6＞　〈3。dQlgg。〉における成長効果係数と増加率
〈3ndQ199。〉 内　　生　　要　　因
蜘最終消費支出1民間住宅1民間企業設備1賄鶴投資
ω3，t－1 ・578574510．057682 …3274810．0054128
θ、，t ・・54％「 5．・927％1 2。262％ 4．897％
＜3ndQlggo＞ 外　　生　　要　　因
政府最終消費支出1公的固定資本形成1公的在鰍資1経常酬余剰
ωらt－1
・・84・49610．0644327 ・・…761 一〇．007502
θ‘，t ・・29％1 …2％1 ・9・…％1 一14．498％
輸出　ω＝0，1838095　　θ＝－4．342％
輸入　ω＝－O．1913115　θ＝－4．740％
て，引き続き，成長運動の内部構造を明らかにしていこう。
　各要因の成長効果係数〈ωi，t－1＞声よび増加率＜θ‘tt＞を求めて，表
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表＜C－7＞　〈G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　　＜3ndQiggo＞
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資〈H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資〈1。，〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成くGF＞
政府在庫投資〈G伽〉
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　　出＜Es＞
輸　　　　　入く1励〉
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ω‘，t－1
O．5785745
0．057682
0．2132748
0。0054128
0．0841496
　0。0644327
　0．001076
－0．007502
　0．1838095
－0．1913115
G7鯉g＝1．17％
G＝4．763％
増　加　率
　θi，t％
0．154
5．　927
2．262
4．897
　0．129
　0。232
　39．100
－14．498
一4．342
－4．740
寄　　　　与
　G，，t％
0．0891004
0．3418812
0．4824275
0．0265064
0．9399155
0．0108552
0．0149483
0．0420716
　0．1087639
　0．176639
－0．7981008
　0．9068165
　1．1165545
　4．76275
＜C＝6＞のように表示してみると明らかなるように，個人消費支出の増加
率が，前期の〈1．569％〉から，今期には，〈0．154％〉と急落してしまっ
ているのは，驚きである。
　表〈C－6＞のデータを＜G－Formula＞にinputしてえた各要因の成長寄
与力を表示している表くC－7＞をみると，さらに驚くべき変化が生してい
ることに気付くだろう。
　その第1は，輸入の減少による成長寄与力が，今期の筆頭功労要因にな
っていることゼある。その寄与力，〈0．907％〉は，ただ1つの要因だけ
で，内生要因全体の寄与力，〈0．940％〉に相当する力になっている。何が
起っているのか，個人消費支出の増加率は，〈0．154％〉で，その成長寄与
力は，〈O．・089％〉であり，住宅投資の寄与力，〈O．　342％〉以下にまで落ち
込んでしまっている。
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図くC－3＞　＜3，dQlggo＞における成長運動の内部構造
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　今期の筆頭功労要因は，民間設備投資で，その寄与力は，〈0．482％〉で
ある。第二の功労要因は住宅投資で，〈0．342％〉の寄与力を発揮してい
る。
　成長運動の内部構造を表している図＜C－3＞をみれば明らかなるよう
に，今期の成長運動は，円周の廻りに萎縮してしまっているのが，一つの
特徴である。
　内生要因全体の成長寄与力は，〈0．940％〉であり，外生要因の寄与力
は，〈0．177％〉であり，内生要因主導型の成長運動ではあるが，個人消費
支出の力が誠に弱くなってしまっているのは，気がかかりでならない。瞬
間風速は〈1．117％〉で，年率成長率に換算すれぽ，〈4．・763％〉と一応の
成果を挙げているが，こういう内部構造では，マクロ経済の成長と消費者
市民生活のバラソスのとれた向上を期待することはできない。
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　4．　〈4thQlggo＞における成長構造
　第4四半期における診断分析の対象とするのは，表＜C－1＞の第3，第
4四半期の統計数値である。この統計値を用いて，今期の日本経済の成長
運動の内部構造を明らかにしていこう。
　表＜C－8＞は，表＜C－1＞より，各要因の成長係数〈ω，，，一〔〉と増加率
＜θ，t＞を求めて，表示している。まず，この表をみて，最初に指摘すべ
きは，個人消費支出の増加率が，ついに，〈－O．・170％〉とマイナスに落ち
込んでしまっていることである。つづいて，住宅投資も，前期の〈5．927
％〉から，今期は，一挙に，〈－1．636％〉へ転落してしまっている。
表＜C－8＞　＜4thQlggo＞における成長効果係数と増加率
＜4thQiggo＞ 内　　生　　要　　因
ωi，t＿・　民間最終消費支出民　間　住　宅　民間企業設備　民間在庫投資
ω1，t－1 0．5766557 0．05761550．2157673 0．0074337
θi，t 一〇．170％ 一1．636％ 3．・078％ 一11，619％
＜4thQiggo＞ 外　　生　　要　　因
政府最終消費支出公的固定資本形成公的在庫投資　経常海外余剰
ω3，t－1 0．0835542 ・・632・51 ・…46841一〇．0057003
θ‘，t 1．806％ 1．297％ 一200．973％ 一116．082％
輸出　ca　＝O．　1763112　　θ＝＝2．653％
輸入　ω＝－0．1820115　θ＝－1．066％
　表＜C－8＞のデータを＜G－Formula＞にinputしてえられる各要因の成
長寄与力を表示しているのが，表〈C－9＞である。
　表＜C－9＞をみて，誠に珍しいことに，内生要因の中で，成長運動にプ
ラスの寄与をしているのは，民間設備投資だけである。その寄与力は，
〈0．664％〉で，今期の筆頭功労要因である。他の内生要因はことごとく，
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表くC－9＞　〈G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　く4thQiggo＞
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資く1。。〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成＜GF＞
政府在庫投資〈G伽〉
経常海外余剰〈S。〉
外生要因合計
輸　　　　　　出〈E．〉
輸　　　　　入くlm＞
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ωらt－1
0．576657
0．0576155
0．2157673
0．0074337
　0．0835542
　0，063205
　0．0014684
－0．0057003
　0．1763112
－0。1820115
GION12＝＝0．985％
　G＝3．999％
増　加　率
　θi，t％
一〇．170
－1．636
　3．078
－11．619
　1．806
　1．297
－200．973
－116．082
2．653
－1．066
寄　　　　与
　Gi，　t％
一〇．0980316
－0．0942589
　0．6641317
－0，0863721
　0．3854691
　0．1508988
　0．0819768
－O．2951087
　0．6617022
　0．5994691
　0．4677536
　0．1940242
　0．9849382
　3．99859％
マイナス寄与で，成長運動の足を引っぱっている。しかも，個人消費支出
と住宅投資と民間在庫投資の三つの要因が，それぞれ，大体同じように，
〈－0．1％台〉のマイナス寄与になっているのも珍しいことである。
　外生要因は，経常海外余剰の赤字の大幅な減少によるもので，その成長
寄与力は，〈0．－662％〉で，民間設備投資と同水準にある。
　今期の成長運動は，民間設備投資以外の内生要因が弱くなってしまった
ため，内生要因全体の成長寄与力は，〈0．385％〉と衰弱してしまっている
のに対して，外生要因は，政府支出関係要因も頑張っているが，経常海外
余剰の寄与力が大きく，〈0．599％〉の寄与力を発揮している。
　結局，1990年，第4四半期における日本経済の瞬間風速は，〈0．985％〉
となり，年成長率に換算して，〈3．999％〉の成長率になっている。
　今期の成長運動の内部構造は，外生要因主導型の成長構造を形成してい
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図〈C－4＞　＜4thQiggo＞における成長運動の内部構造
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る。気がかりであるのは，内生要因の主力要因である個人消費支出の衰弱
である。
D．．1991年における成長運動の内部構造
　暦年度がかわって，1991年になるのであるが，日本経済における成長運
動の内部構造は，どのように変化をしているのであろうか。引き続き，診
断分析をしていくことにしよう。
　診断分析の対象とするのは，表＜D－1＞の第3四半期までの国民所得統
計表と表＜E－1＞の1991年，第3，第4四半期の国民所得統計表である。
表＜D－1＞の第3四半期までの統計は，統計数値が修正される前の国民所
得統計である。修正された新しい統計は，表＜E－1＞に表示されている。
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　　　表くD－1＞　1991年における診断分析の対象とする国民所得統計
国民綴出の推移（1985年基準，単位10億円，四半期の数値は季節調整済みの年率換算（実質），カッコ内は前年比または前期比増減率，▲は減）
?）?????＝?????（??
民　　間　　住　　宅
民　間　企　業設　備
民間在庫品増加
政府最終消費支出
公的固定資本形成
公的在庫品増加
経常海外　余剰
輸　出　等
輸入等?）??? ??
??
?＝????????（
1990年
10－12月
409798．1
　（1．0）
　（4．0）
233610．0
（▲0．2）
22998．0
（▲1．6）
90253．3
　（3．1）
　2666．1
（▲11．6）
34518．7
　（1．8）
25981．2
　（1．3）
▲　601．7
（▲201．0）
　372．4
　　（一）
73445．5
　（2．7）
73073．1
（▲1．1）
　　　　　　　　　　1991年
　1－3月　　　4－6月　　　7－9月　　　10－12月
1992年
418093．0
　（2．0）
　（8．3）
234948．3
　（0。6）
22576．7
（▲1．8）
92263．4
　（2。2）
　3071．8
　（15．2）
35036．8
　（1．5）
26143．3
　（0．6）
　　80．2
　　（一）
　3972，5
（966．7）
76508．5
　（4．2）
72536。0
（▲0．7）
421003．9
　（0．7）
　（2．8）
238652．2
　（1．6）
21110．7
（▲6．5）
91559．7
（▲．．8）
　3172．3
　（3．3）
35595．7
　（1．6）
27378．　4
　（4．7）
▲　199。8
（▲349．1）
　3734．7
（▲6．0）
74796．4
（▲2．2）
71061．7
（▲2，0）
423052．8
　（0，5）
　（2．0）
240449．8
　（0．8）
20620．8
（▲2．3）
92225．3
　（0．7）
　3420．9
　（7．8）
35114．8
（▲1。4）
27392．6
　（0．1）
　240．8
　　（一）
　3587．8
（▲3．9）
76671．6
　（2．5）
73083．8
　（2．8）
422715．7
（▲0．1）
（▲0．3）
240692．7
　（0．1）
19621．3
（▲4．8）
91491．3
（▲0．8）
　3075．5
（▲10，1）
35297．1
　（0．5）
27655．8
　（1．0）
▲　942．6
（▲491．4）
　5824．6
　（62．3）
77949．8
　（1．7）
72125．2
（▲1．3）
1－3月
427321．2
　（1．1）
　（4．4）
242895．　8
　（o．9）
19601．8
（▲0．1）
91284．0
（▲0．2）
　3263．1
，，！lbP，9
　（1．1）
27798．3
　（o．5）　．？
　　91．8　　①
661該　”li
　（14．8）
79389．6
　（1．8）
72703．2
　（0．8）
407721．5　　　　　414372．6　　　　　418446．7　　　　　420211．8　　　　　420104．1　　　　　423807．5
　（1．0）　　　　　　　　（1．6）　　　　　　　　（1．0）　　　　　　　　（0．4）　　　　　　（▲　　0．0）　　　　　　　　（0．9）
　（4．0）　　　　　　　　（6．7）　　　　　　　　（4．0）　　　　　　　　（1．7）　　　　　（▲　　0．1）　　　　　　　　（3．6）
出所：日本経済新聞に発表された速報値より作所。
注：1991年第3四半期7～9月までの診断分析は，この統計表＜D－1＞を用いて分析するけれども，第4四半期．
　　10～12月期の診断分析は，次年度の診断分析の対象とする表＜E・－1＞を用いる。
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　1．　〈1，tQlgg1＞における成長構造
　1991年，第1四半期の診断分析の対象は，表＜D－1＞の1990年第4四半
　　　　　　表くD－2＞　〈iStQigg・〉における成長効果係数と増加率
＜・stQiggl＞ 内　　生　　要　　因
ω8，t－1
θi，t
民間最終消費支出医間住宅
・57・・6・2［ 0．0561203
0．573％ 一1．832％
民間企業設備
0．2202384
民間在庫投資
0．0065058
2・・227％1 15．　217％
＜i、tQ・991＞ 外　　生　　要　　因
陣最終消費支出「公的固定資本形成公的在職資1群酬姻
…t－・ P ・・8423341・・634…1一〇．0014682 0．0009087
θ‘，t ・・…％1 ・624％1－・・3・・329％1966．729
輸出　ω＝O．　1792236　　θ＝4．170％
輸入　ω＝－0．17831148　θ＝－O．　735％
　　表＜D－3＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　　　　〈1、tQl99・〉
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資〈1。．〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成＜GF＞
政府在庫投資＜Gi”v＞
経常海外余剰くS。〉
外生要因合計
輸　　　　　出くEs＞
輸　　　　　入＜1m＞
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ωi，t－1
0．5700612
0．0561203
0．2202384
0．0065058
　0．0842334
　0．063400
－0．0014682
　0．0009087
　0．1792236
－0．17831148
Gi－．3＝2．024％
　G＝8．345％
増　加　率
　θ、，t％
　0．573
－1．832
　2．227
15．217
　　1．501
　0．　624
－113．329
　966．729
　4．170
－0．735
?
G，，t
与
　0．326645
－O．1028123
　0．4904709
　0．0989987
　0．8133023
　0．1264343
　0．0395616
　0．1663896
　0．8784666
　L2108521
　0，7473624
　0．1310588
　2．0241544
　8．34512
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期の統計と1991年第1四半期の統計数値である。この二期の統計数値を用
いて，成長運動の内部構造を明らかにしていくのに必要な各要因の成長効
果係数くωi，t－1＞と増加率くθi，　t＞を求めて，表示しているのが，表〈D－
2＞である。
　表＜D－2＞をみて，最も目立っているのは，輸出は増加し，輸入は減少
して，経常海外余剰の増加率が，〈966．729％〉と激増していることであ
る。もう一つは，個人消費支出が，前期のマイナス増加率から〈0．573％〉
へ回復してきたことである。住宅投資は相変らず，〈－1．832％〉のマイナ
スの増加率である。
　表＜D－1＞のデータを＜G－Formula＞にinputして，各要因の成長寄
与力を求めると，表＜D－3＞をうる。この表をみて，この期における成長
の筆頭功労要因は，輸出であることを知るだろう。その寄与力はく0．747
図＜D－1＞　＜18tQrggi＞における成長運動の内部構造
F
、。，Q、99、 0．50
1～3月
0、一、＝2．02％
κ
一〇．10 」πu
0．10
C　O．33
Oc
0．13
Eヱーち
O．88 GFn．04
G伽
0．17
66 （722）
　　　　　　　　　　日本経済における成長構造の変化
％〉になっている。第二の功労要因は民間設備投資で，〈0．490％〉の寄与
力を発揮している。個人消費支出は第三位である。マイナス要因は，住宅
投資だけで，〈一〇．103％〉となっている。
　内生要因全体の成長寄与力は，〈0．813％〉と可成り高い水準の成果を挙
げているのであるが，外生要因は，それを上回って，経常海外余剰の＜0．
878％〉を中心に，〈1．・211％〉の成長寄与力を発揮している。
　成長運動の内部構造を表している図＜D－1＞をみれば，明らかなるよう
に，1991年，第1四半期の日本経済の成長運動の内部構造は，輸出主導型
の成長運動を展開しており，＜Spare　Engine＞による成長の瞬間風速は，
〈2．024％〉となり，年成長率，〈8．345％〉の高速成長率を達成している
けれども，内部構造からみると，個人消費支出の力が弱いのは依然とし
て，気がかりである。
2．　＜2ndQlgg1＞における成長構造
日本経済における成長運動の内部構造の不安定性は，前年から期を追う
表＜1）－4＞　＜2ndQ・gg1＞における成長効果係数と増加率
〈2ndQl99・〉 内　　生　　要　　因
・it　t－1民間最終消費支出1民間住宅1民間企鞭備1民間碑投資
ω8，t－1 O．5619522 0．0539992・22・67671…7347・
θi，t 1．576％ 一6，493％ 一・763％1 3．272％
＜2ndQ1991＞ 外　　生　　要　　因
陣最終消厳出1公的固韻本瑚公的碑捌群酬余剰
teil　t－1 ・・838・141・・6252981・・…9・81…95・・4
θi，t ・595％1 4・・724％1－349・・27％一5．986％
輸出　ca＝＝O．1829939　　θ＝－2．238％
輸入　ω＝－0．1734925　θ＝－2，033％
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ごとに，次第に高くなってきている。この傾向を確認していくために，内
部構造の診断分析をさらに続けていくことにしよう。
　第2四半期の診断分析の対象となるのは，表＜D－1＞の第1，第2四半
期の国民所得統計数値である。この統計数値を用いて，第2四半期の日本
経済がどういう成長運動を展開しているか明らかにするため・必要となる
各要因の成長効果係数〈ωi，t－・〉と増加率〈θ，　t＞を求め，表示している
のが，表＜D－4＞である。表＜D－4＞のデータを＜G－Formula＞にinput
して，各要因の成長運動における寄与力を求め，表示しているのが，表
≦D－5＞である。この表＜D－5＞を用いて，成長運動の内部構造を明らか
にするように，図示しているのが，図＜D－2＞である。
　第2四半期の成長運動において，最も特微的であるのは，民間設備投資
と経常海外余剰および住宅投資の寄与力が，マイナス寄与力へと大きく転
表＜D－5＞ ＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　＜2ndQ1991＞
成長効果係数増加率寄　
?
　tOi1　t＿1　　　　θi，　t　　　　Gi，　t
民間最終消費支出＜C＞ 0．5619522 1，576 0．8856366
住　宅　投　資＜H＞ α0539992 一α493 一〇．3506168
民間企業設備＜F＞ 02206767 一〇．763 一〇．1683763
民間在庫投資〈Inv〉 0．0073471 3，272 0．0240397
内生要因合計 0．3906832
政府最終消費支出くOc＞ 0．0838014 1，595 0．1336632
公的固定資本形成＜GF＞ 0．0625298 4，724 0．2953907
政府在庫投資〈Ginv〉 0．0001918 一349．127一〇．0669625
経常海外余剰くS。〉 0．0095014 一5．986 一α0568753
外生要因合計 0．3052161
輸　　　　　　出くE．〉 α1829939 一2．238 一（L4095403
輸　　　　　入〈1．〉 一〇，1734925 一2．033 0．3527102
四半期別成長率 σ4－6＝0．696％ 0．6958993
年率成長率 0＝2．813％ 281319
8??、 （724）
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図〈D－2＞　＜2ndQlggl＞における成長運動の内部構造
，。dQ、，，1 F
4～6月 一〇．17．
σ、一、＝0．70％
〃
一〇．35
．
∬π” ’
訂 0．02 ，
，
‘
噛，
C 0．89
一
Gc
0．13
E∫一∬π
匿 ．
一〇．06 GF
G伽 0．30
一
一〇．07
落してしまっていることである。つづいて，目を引くのは，個人消費支出
が，前期の〈0．573％〉から，今期には，〈1．576％〉へと急速に増加率を
ふやしていることである。したがって，寄与力も，初期の〈O．・327％〉か
ら，今期には，〈0．886％〉へと約2．7倍に増大している。表〈Dお〉にみ
るように，個人消費支出は，三i久方振りに成長運動の筆頭功労要因となって
いる。図くD－2＞にみるように，個人消費支出がC軸の左め方へ張り出し
てくるのは，まことに，久方振りである。しかし〆一方では，遂に，民間
設備投資の寄与力が，〈－0．168％〉とマイナス寄与に落ち込んでしまらて
いるのは心許ないことである。’：　L＝・　　”　　　　＝一　鴬
　さらに，政府固定資本形成が，〈4．724％〉の増加率で，’その寄与力は，
〈0．295％〉を発揮して，第二の功労要因になっているのは，はじめてで
あり，不況でないとみられない珍しいことである。
　図〈D－2＞をみれぽ，明らかなるように，今期の成長運動を支えている
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のは，個人消費支出と政府固定資本形成と政府消費支出である。
　内生要因全体での成長寄与力は，〈0．391％〉であり，外生要因全体の寄
与力もまた，〈0．305％〉となっており，第2四半期における成長運動の瞬
間風速は，〈0．696％〉年成長率は，〈2．813％〉となっている。
　こういう成果は，日本経済の成長運動の内部構造が萎縮しはじめている
結果であるといってよいだろう。
　3．　＜3．dQlgg1＞における成長構造
　日本経済の第3四半期における成長運動の内部構造は，診断分析の結果
を先取りして，言うならば，図＜D－3＞にみるように，急速にEnergyを
失い，萎縮してしまい，成長運動が失速してしまう危険性をはらんでいる
と言ってよい。
　こういう成長運動の萎縮，そして失速現象がどうして起っているのか，
診断分析を続けていくことにしよう。
　ここで診断分析の対象とするのは，表＜D－1＞の第2，第3四半期の国
民所得統計である。
　第3四半期の日本経済の成長運動の内部構造が次第に萎縮していく過
程を明らかにするのに必要な各要因の成長効果係数〈ω、，t．．1＞と増加率
＜θ，，t＞を計算して，表示しているのが，表＜D－6＞である。
　表＜D－6＞をみて，最も特徴的であるのは，個人消費支出の増加率が，
前期の〈1．576％〉から，今期には，〈0．753％〉へ半減していることであ
る。折角，回復しかけたかにみえる個人消費支出は，再び活力を失ってい
る。住宅投資も依然として，その増加率は，〈－2．321％〉とマイナス増加
率に留まったままである，今期は，民間設備投資が復活しているけれど
も，まだまだ弱い。
　これらの増加率と成長効果係数をデータにして，＜G－FOrmula＞に
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表くD－6＞　〈3，dQ・gg1＞における成長効果係数と増加率
＜3，dQ・991＞ 内　　生　　要　　因
1民間最終消費支出1民間住宅1民間企業設備i民間碑投資
ω‘，t＿1 ・．S66S64S　1・・5・・4371…747941
θi，t ・．・75・％i－2・・32・％1 ・…％1
0．00 535
7．837％
＜3rdQl991＞ 外　　生　　要　　因
ω冨，t－1 ・・8454951…65・3・21
－・・5・％1・・52％1－22・52・％1
輸出　ω＝0。177662　　θ＝2．570％
輸入　ω＝－0．168791　θ＝2．846％
　　表＜D－7＞　＜（；－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　　　　＜3，dQ・991＞
成長効果係数 増　加　率 寄　　　　与
ωら’－1 θい σい
民間最終消費支出＜C＞ 0．5668645 0，753 0．4268489
住　宅　投　資〈∬〉 0．0501437 一2321 一α1163835
民間企業設備＜F＞ 0．2174794 0，727 0．1581075
民間在庫投資くム；〉 0．007535 7，837 0．0590517
内生要因合計 2．5276246
政府最終消費支出＜Oc＞ 0．0845495 一1．351 一〇．1142263
公的固定資本形成＜GF＞ 0．0650312 0，052 0．0033816
政府在庫投資〈Gi”v〉 一〇．0004745 一220．521 0．1046372
経常海外余剰〈s．〉 0．0088709 一3．933 一α0348892
外生要因合計 一〇。0410967
輸　　　　　出〈Es〉 0．177662 2，507 0．4453986
輸　　　　　入くん〉 一〇．168791 2，846 一〇．4803791
四半期別成長率 07飼9＝0．487％ 0．4865279
年率成長率 σ＝1．962％ 1．96226
inputして，えられた各要因の成長寄与力を求めて，表示すると，表〈D－
7＞のようになる。
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図くD－3＞　＜3，dQlgg1＞における成長運動の内部構造
F
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　この成長寄与力を図に示して，成長運動の内部構造の変化を分り易いよ
うに表しているのが，図＜D－3＞である。
　今期の日本経済における成長運動の筆頭功労要因は，最大の成長効果係
数をもつ，個人消費支出であり，その成長寄与力は，〈0．427％〉で，最大
の寄与力を発揮しているようにみえるけれども，輸出の成長寄与力が，
〈0・445％〉で，若干上回っており，輸出が筆頭功労要因である6個人消
費支出の力は依然として弱い。
　民間設備投資は，前期のマイナス寄与力から，プラスに転じたが，小さ
く，＜O．・158＞の寄与力しか発揮していないg
　他に，注目すべきはといえぽ，’輸入であ石；一輸入は，〈2．846％〉の増加
率で，成長運動の足を大きく，〈－0．480％〉も引っばっている。
　結局，第3四半期の日本経済の成長運動は，内生要因全体の成長寄与カ
ー72　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、（728）
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が，〈0．528％〉であり，外生要因全体の成長寄与力が，〈－O．　041％〉とな
り，第3四半期の成長の瞬間風速は，〈0．487％〉で，年成長率は＜1．　962
％〉となっている。
　図〈D－3＞にみるように，各要因の放射線上への突っ張りがなく，日本
経済の成長運動は内部構造が萎縮してしまい，成長運動のEnergyカミ枯れ
かかつているようにみえる。
　4．　〈4thQlggl＞における成長構造
　すでに成長運動の内部構造が萎縮し，さらにEnergyが消滅しかけ，心
配されていた日本経済の成長運動は，その後，どう言う展開をしているだ
ろうか。
　ここで診断分析の対象とするのは，表＜E－1＞の1991年，第3，第4四
半期の国民所得統計である。この統計数値を用いて，第4四半顛の日本経
済の成長運動の内部構造を明らかにしていこう。
　内部構造を明らかにする診断分析にとって必要な各要因の成長効果係数
　　　　　’表くD－8＞　〈4、hQlgg・〉における成長効果係数と増加率
〈4shQ199・〉 内　　生　　要　　因
　　　　1民間最終消厳出民間住宅1民間企業設備1民間碑投資
・1，t．・ @・．s6ss297　1・・4864741・…742・il・…5867
θ8，t 0．592％ 一・．・87％i 一〇．981％ 一5．604％
＜4、hQl991＞ 外　生　要　函
　　　　騰終消厳出1公的齪資本形成1公的碑釧群酬余剰
・1，t－1@・…88・31・・63647giP・…3826i…89・35
θi，t L42・％1 ・566％1一520．324％ 51．977％
輸出　ω＝0．1832273　θ＝1．529％
輸入　ω＝－0．1743238　θ＝－1．048％
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＜ω，，t－1＞と増加率＜θi，t＞を計算していかなければならない。計算の結
果を表示しているのが，表＜D－8＞である。
　この表にみられるように，個人消費支出は，プラスの増茄率を維持して
いるが，前期の〈O．　753％〉から，今期には，〈O．　592％〉へ低下してU・る。
他の内生要因は，ことごとくマイナス増加率となっている。とくに，住宅
投資の〈－5．087％〉は大きく，民間設備投資も，〈－O．・981％〉の増加率
となっている。
　外生要因は，政府固定資本形成が頑張って，〈4．566％〉の伸びになって
おり，さらに，経常海外余剰が，輸出の〈1．・529％〉と輸入の＜－1．048
％〉とから，〈51．977％〉となっているのが目立っている。
　表〈D－8＞のデータを＜G－Formula＞にinputして，各要因の成長寄与
力を求めると，表＜D－9＞のようになる。この表の寄与力を用いて，成長
表＜D－9＞ ＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　＜4thQl991＞
成長効果係数　　増　加　率　　寄　　　　与
　ωi，t－1　　　　θi，t　　　　G，，t
民間最終消費支出＜C＞ α5685297 0，592 0．3365695
住　宅　投　資＜E＞ α0486474 一5087 一〇．2474693
民間企業設備くF＞ α2174211 一α981 一〇．21329
民間在庫投資〈1。v〉 0．0105867 一5．604 一〇．0593278
内生要因合計 一〇．1835176
政府最終消費支出〈σc＞ α0818813 1，421 0．1163533
公的固定資本形成＜GF＞ α0636479 4，566 0．2906163
政府在庫投資〈Gi。v〉 α0003826 一520．234一〇．1990759
経常海外余剰〈＆〉 0．0089035 51，977 0．4627772
外生要因合計 0．6706709
輸　　　　　出〈Es〉 α1832273 1，529 0．2801545
輸　　　　　入く温〉 一α1743238 一1，048 0．1826913
四半期別成長率 σ10－12＝0．487％ 0．4871533
年率成長率 G＝1．962％ 1．96226
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図＜D－4＞　＜4thQlggl＞における成長運動の内部構造
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運動の内部構造を表すように，図示しているのが，図〈D－4＞である。
　第4四半期の成長運動における筆頭功労要因は，経常海外余剰で，その
寄与力は，〈0．463％〉となっている。第二の寄与力を発揮している要因
は，最大の成長効果係数をとっている個人消費支出である。その寄与力
は，〈0．337％〉となっている。今期も個人消費支出の成長寄与は弱い。個
人消費支出以外の内生要因の寄与力は，すべてマイナス寄与力となってい
る。
　第三の成長寄与力を発揮している要因は，政府固定資本形成で，その寄
与力は，〈0．291％〉となっている。これは，不況期ならではの現象であ
る。
　内生要因の活力が弱いので，内生要因全体での寄与力は，〈－O．　184％〉
となっており，外生要因全体の寄与力は，〈0．671％〉となっており，第4
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四半期の成長運動の瞬間風速は，〈O．・487％〉となっている。これを年成長
率に換算すれば，〈1．962％〉となる。
　図〈D－4＞にみるように，個人消費支出と経常海外余剰を主力とする弱
い内部構造を形成している。　　　　　　　　　　　：
E．　1992年における成長運動の内部構造
　Bubbleが破裂してから，期を追うごとに，とくに1992年に入ってから，
日本経済の成長運動の内部構造は，異常と言うべきほど，変形は進行し，
萎縮してしまっている。
　ここでは，成長運動の内部構造が，どのように変形していっているのか，
さらに，診断分析によって明らかにしていこう。
　診断分析の対象とするのは，国民所得統計，表＜E－i＞の統計速報値で
ある。
　1．　〈1、tQlgg2＞における成長構造
　引き続いて進行している内部構造の変形の過程は，第1四半期には，ど
のように進行しているのだろうか，明らかにしていこう。
　診断分析の対象として取り挙げるのは，国民所得統計表＜E　－1＞におけ
る1991年の第4四半期と1992年の第1四半期の統計数値である。これらの
国民所得統計を用いて，第1四半期における日本経済め成長運動の内部構
造を解明していくのであるが，そのため必要とする各要因の成長効果係数
＜ω‘，M＞と増加率〈θ‘，がを計算していかなけれぽならない。計算の結
果を表示しているのが，表くE－2＞である。
　表＜E－2＞にみるように，個人消費支出は，前期の〈0．592％〉から，
今期には，〈O．　991％〉へ増加しているが，住宅投資も民間設備投資も，引
き続き，マイナス増加率になっている。
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　　　　　表くE－1＞　1992年における診断分析の対象とする国民所得統計
国民総支出の擁（1985年基準，単位10億円，四半期の数値は季節調整済みの年率換算で実質値，カッコ内は前年度比，前期比または年率換算の増減率，％，▲は減）
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　（5．・4）
258453．4
　（4．8）
2311L2
（▲9．6）
88373．7
　（2．9）
　3527．6
　（40．7）
41653．8
　（5．4）
31194．9
　（9．3）
▲　240．5
（▲408．6）
12525．1
　（90．0）
66812。1
　（2．8）
54287．0
420844．8
　（4．3）
239108．0
　（2．6）
20047．1
（▲12．2）
90546．4
　（2．7）
　4066．8
　（45．8）
34756．0
　（0．9）
27794．9
　（6．7）
▲　198．1
（▲308．6）
　4723．7
　　（一）
76980．5
　（4．5）
72256。8
419204．3
　（0．5）
　（1．9）
238330．1
　（0．8）
20393．2
（▲3．8）
91143．9
　（0．5）
　4438．0
　（28．4）
34325．0
（▲O．・9）
26681．5
（▲4．0）
　160．4
　（一）
　3732．4
　（8．4）
76809．7
　（2．9）
73077．3
421246．4
　（0．5）
　（2．0）
239741．1
　（0．6）
19355．　7
（▲5．1）
90249．5
（▲1．0）
　4189．3
（▲5．6）
34812．7
　（1．4）
27899．　9
　（4．6）
▲　674．　2
（▲520．3）
　5672．4
　（52．0）
77984．0
　（1．5）
7231L　6
25657．1
　（1．0）
　（4．3）
242116．9
　（1．0）
19133．　8
（▲1．1）
90092．9
（▲0．2）
　4219．5
　（0．7）
35223．0
　（1．2）
28894．6
　（3．6）
　56．3　　（一）
　5920．1
　（4．4）
78381．9
　（0．5）
72461，8
425686，2
　（0．0）
　（0．0）
240078．7
（▲0．8）
20077．0
　（4．9）
88244．8
（▲2．1）
　281L6（▲33．4）
35459．7
　（0．7）
31102．8
　（7．6）
　164。1
（19L5）
　7747．5
　（30．9）
77054．1
（▲1．7）
69306．6
423933．7
（▲0．4）
（▲1．6）
241692．0
　（0．7）
20091．3
　（0．1）
86327．4
（▲2．2）
　2411．0
（▲14．2）
35647．4
　（0．5）
30096．8
（▲3．2）
▲　194．9
（▲218．8）
　7862．7
　（1．5）
77733．6
　（0．9）
69870．9
＿くLヱL9）＿＿皇＿a魚．＿＿．皇a＿．．．9．i．Hl．，．Q）．．．．．．＿＿（Ω2L＿．（慧』盈＿＿工Ω。軌＿
???????????????
455411．9　　417942．2　　416211．3
　（5．3）　　　　　　（3．3）　　　　　　（O．4）
　　一　　　　一　　　（1．7）
418413．7　　422660．0　　421663．7
　（0．5）　　　　　　　（1．0）　　　　（▲　　0．2）
　（2．1）　　　　　　（4．1）　　　　（▲　　0．9）
420119．0
（▲0．4）
（▲1．5
出所：日本経済新聞速報値
注：1991年，10～12月公的在庫品増加率＜一・520．・4＞は誤りで，＜－520．3＞に訂正。1992年，4～6月の増加率も
　　＜191．2＞は誤りで，＜191．5＞に訂正。
表＜E－2＞
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＜…Q・g92＞における成長効果係数と増加率
＜lstQl992＞ 内　　生　　要　　因
（v・・　・一！民間最終瀕支出1民間住宅1民間企業設備1民間碑投資
ω露，‘－1 0．5691232 0．0459486 0．21424390．009945
θi，t ・99・％1 一1．146％ 一・・74％1 0．271％
＜lstQl992＞ 外　　生　　要　　因
陣最終消費支出1公的固定資本形成1公的騨投資1繍酬余剰
ω3，t－1
・・82642・1・・6623・7i一〇．0016004 0．0134657
θi，t 1．179％ 3・・565％1－…35・％15。072％
輸出　ω＝0．1851263　　θ＝0．510％
輸入　ω＝－0．171661　θ＝O．　208
　　表くE－3＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　　　＜1、，Q・992＞
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資くlnv＞
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成＜GF＞
政府在庫投資くGi＃v＞
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　出くEx＞
輸　　　　　入＜lm＞
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ωらt－1
0．5691232
0．0459486
0，2142439
0．009945
　0．0826421
　0．0662317
－0．0016004
　0．00134657
　0．1851268
－0．171661
GIN3＝1．056％
　G＝4．291％
増　加　率
　θi，t％
　0．991
－1．146
－0．174
　0．721
　1．179
　3．565
－108．351
　5．072
0．510
0．208
寄
G，，t
与
　0．564001
－O．052657
－0．0372784
　0．0071703
　0．4812359
　0．097435
　0．236116
　0．1734049
　0．068298
　0．5752539
　0．0944146
－0．0357054
　1．0564898
　4．30788
　外生要因では，政府固定資本形成が，引き続いて，〈3．565％〉という堅
実な増加ぶりである。
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　これらのデータを＜G－Formula＞ec　inputして，各要因の成長寄与力を
求めると，表＜E　－3＞のようになる。
　今期の日本経済の成長運動における筆頭功労要因は，個人消費支出で，
その成長寄与力は，〈0．564％〉である。第二の功労要因は，政府固定資本
形成で，〈0．236％〉の寄与力を発揮している。
　個人消費支出を中心にして，内生要因全体の成長寄与力は，〈0．481％〉
であり，外生要因は，政府固定資本形成を中心にして，その寄与力は，
〈0．575％〉になっている。成長運動の瞬時風速は，〈1．056％〉で，年成
長率に換算すれば，成長率は，〈4．291％〉であるが，図＜E－1＞にみるよ
うに，民間設備投資，住宅投資をはじめ，内生要因が極めて弱い。
　今期の成長運動の主力をなしているのは，個人消費支出と政府固定資本
形成と政府在庫投資である。内生要因と外生要因とがバランスしているよ
図くE－1＞　＜lstQlgg2＞における成長運動の内部構造
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うにみえるけれども，成長運動の活力を取り戻すような内部構造ではな
いo
　年成長率は巴〈4．29％〉とそれなりの成果を挙げているようであるが，
＜doldrums＞に突入する寸前の状態にあると言ってよい。
　2，　＜2。dQlgg2＞における成長構造
　さきの診断分析が明らかにしているように，日本経済の成長運動は，内
生要因の力が弱くなっており，〈Main　Engine＞がうまく，作動していな
い。さきには，年率で，4％台の成長率を達成していたけれども，この成
長率を持続することができる状態にあるとは，到底考えられない。
　その後，どのような成長運動を展開しているだろうか。第2四半期の日
本経済の成長運動の内部構造の解明を続けていくことにしよう。
　診断分析の対象とするのは，国民所得統計，表＜E－1＞の第1，第2四
半期の統計数値である。
　この国民所得統計を用いて，成長運動の内部構造を明らかにするため
　　　　　表くE－4＞　〈2。dQlgg2＞における成長効果係数と増加率
＜2ndQl992＞ 内　　生　　要　　因
1民間最終消厳出1民間住劉民間企業設備民間碑獺
ω‘，t－1 0．5688073 ・・4495・2i 0．211656 0．0099129
θi，t 一〇．842％ 4・・92・％1－2・・5・％1－・3．・367％
〈2ndQl992＞ 外　　生　　要　　因
政府最終消費剃公的固定資本圃公的舗酬経常酬余剰
（Vitt－1 0．0827497・・6788231・・…3221…39・8・
θi，t ・672％i 7．642％ ・9・・474％1 30．868％
輸出　ω＝0．18414432　　θ＝－1．694％
輸入　ω＝－O．　1702351　θ＝－4．　354％
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表くE－5＞　〈G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　＜2ndQ1992＞
成長効果係数増加率寄与　ωい一・　　　θい％　　　Gi，　t％
民間最終消費支出＜C＞ 0．5688073 一〇．842 一〇．4789357
住　宅　投　資く丑〉 0．0449512 4，929 0．2215644
民間企業設備くF＞ 0．211656 一2．051 一〇．4341064
民間在庫投資〈1nv〉 0．0099129 一33，367 一α3307637
内生要因合計 一1．0222414
政府最終消費支出＜σc＞ 0．0827497 0，672 0．0556077
公的固定資本形成＜GF＞ 0．0678823 7，642 0．5187565
政府在庫投資〈Gi”v〉 0．0001322 191，474 0．0253128
経常海外余剰くS。〉 0．0139081 30，868 α4293152
外生要因合計 1．0289922
輸　　　　　出く島〉 0．1841432 一1．694 一〇．3119385
輸　　　　　入〈1．〉 一〇．1702351 一4．354 0．7412036
四半期別成長率 α一6＝0．007％ 0．0067508
年率成長率 0＝0．0003％ 0．00528
に，必要とする各要因の成長効果係数〈ωi，、一、〉と増加率＜θ，，t＞を計算
して，表示しているのが，表＜E－4＞である。
　表＜E－4＞のデータを＜0－Formula＞にinputして得られる各要因の成
長寄与力を求めて，表示しているのが，表〈E－5＞である。図くE－2＞
は，表〈E－5＞の各要因の成長寄与力を用いて，成長運動の内部構造を分
り易く，図示したものである。
　表〈E－4＞をみて，驚くのは，住宅投資を除いて，すべての内生要因が
マイナス増加率になっていることである。また，外生要因の中の経常海外
余剰に注目したい。ここで経常海外余剰は，輸出も輸入もマイナス増加率
になった結果，〈30．868％〉のプラスの増加率になっているが，この増加
率は，消極的な対応によるものであって，積極的なものではない。
　したがって，表〈E－5＞にみるように，個人消費支出の〈－O．・842％〉
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図＜E－2＞　＜2・dQlgg2＞における成長運動の内部構造
，。dQ、99， F
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の増加率は，今期最大のマイナスの成長寄与力となって，成長運動の足を
引っぽっているのである。つづいて，マイナス寄与力を発揮しているの
は，民間設備投資で，〈一〇．434％〉となっている。内生要因のうち，個人
消費支出と民間設備投資がマイナス増加率になっているのであるから，成
長運動のEnergyはほとんどなくなっていると言ってよいだろう。
　成長運動における今期の筆頭功労要因は，政府固定資本形成であり，
〈0．519％〉の成長寄与力を発揮している。つづく，第二の功労要因は，
経常海外余剰で，〈0．429％〉，それも輸入の減少によるものである。
　内生要因全体の成長寄与力は，〈－1．022％〉であるが，外生要因全体の
成長寄与力は，〈1．029％〉となり，今期の成長運動の内部構造は外生要因
主導型であり，それも，公共投資主導型の成長運動であると言ってよい。
　しかし，日本経済の第2四半期における成長運動は全く無風状態くdo1－
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drums＞の中に陥っていった。瞬時風速は，〈0．007％〉で，年成長率に換
算すれば，〈0．0003％〉と無風で，〈0＞成長である。
　気力を失った無風状態の後には，一体何がおこってくるのだろうか。不
気味である。
　3．　＜3．dQlgg2＞における成長構造
　第2四半期の＜0＞成長率の後の日本経済の成長運動の内部構造には，
一体，何が生じているだろうか。国民所得統計速報値（日本経済新聞）を
用いて，内部構造の診断分析を行なっていくことにしよう。
　診断分析の対象とする国民所得統計速報値は，表＜E－1＞の第2，第3
四半期の統計数値である。この国民所得統計を用いて，診断分析に必要と
する各要因の成長効果係数〈ω」，t－・〉と増加率＜θ，，　t＞とを計算して，表
示しているのが，表くE－6＞である。この表の計算値をデータにして，
〈C－FOrmula＞にinputして求めた各要因の成長寄与力を表示しているの
が，蓑＜E－7＞である。
表くE－6＞　＜3。dQlgg2＞における成長効果係数と増加率
＜3rdQl992＞ 内　　生　　要　　因
蘭最終消費支出「民間住宅民間蝶設備民間碑投資
ω‘，t－1 ・56398・41・・47・6380．2073001 0，0066048
θi，t ・672％1 ・・7・％1－・・73％1－・・248％
＜3，dQl992＞ 外　　生　　要　　因
政府最終消費剰公的齪資本形成公的碑投資1経常酬余剰
（Vi，　t－1 ・・8331 ・・7・・651・…385410．0182
θi，t 0．529％ 一3．234％一・・8・・769％「 1。487％
輸出　ω＝0．1810115　　θ＝O．　882％
輸入　ωニー0．1628114　θ＝0．814％
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表＜E－7＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　＜3，dQ・992＞
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資くム，〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成くGF＞
政府在庫投資〈Gi”v〉
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　出〈E．〉
輸　　　　　入＜lm＞
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ω1，t－1
0．5639804
0．0471638
0．2073001
0．0066048
0．0833
0．073065
0．0003854
0．1082
　0．1810115
　－O．1628114
G7－vg＝－O．412％
　G＝－1．64％
増　加　率
　　θi，t
　　0．672
　　0．071
（－2．173）
（－14．248）
　　0．529
　（－3．234）
（－218．769）
　　1．487
0．882
0．814
寄　　　　与
　G，，t％
　0．3789948
　0．0033486
－0．4504631
－0．0941051
－0．1622248
　0．0440657
－0．2362922
－0．0843135
　0．0270634
－0．2494766
　0．1596521
－O．1325284
－O．4117014
－1．63786　　’
　図＜E－3＞は，表＜E－7＞の各要因の成長寄与力を用いて，成長運動の
内部構造を分り易く，図に示したものである。
　表＜E－6＞をみて，まず気付くのは，ようやく，個人消費支出の増加率
がプラスに戻り，〈0．672％〉となっている。住宅投資も，辛うじて，プラ
スの増加率に戻ってはいるが，〈0．071％〉と極めて弱い。民間設備投資は
依然として，沈んだままである。
　外生要因の中の公共投資＝政府固定資本形成も，ここへ来て息切れした
のか，〈－3．234％〉となっている。輸出，輸入ともに，〈0．8％〉台の増加
率である。
　したがって，表＜E－7＞をみれば，明らかなように，第3四半期におけ
る成長運動の筆頭功労要因は，個人消費支出であるが，その寄与力は，
〈0．379％〉である。極めて弱い筆頭寄与力である。
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図〈E－3＞　＜3，dQlgg2＞における成長運動の内部構造
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　辛うじて，プラスの寄与力を発揮しているのは，住宅投資で，＜O．・003
％〉，政府消費支出で，〈O．・044％〉，そして経常海外余剰の〈0．027％〉
である。他の要因は，すべて成長運動の足を引っぽっているのである。
　したがって，内生要因全体の成長寄与力は，〈－O．．　162％〉であり，外生
要因全体では，〈－0．249％〉となり，今期の成長運動の瞬間風速は，遂に
〈－0．412％〉とマイナス成長率に陥っていった。年成長率は〈－1．64％〉
となっている。　’　’　’　　　　　　　”　　　、・
〔IV〕　結 び“
　「豊かな消費者市民生活」を実現していくには，経済は持続的に成長し
ていかなければならない。持続的経済成長を達成していくには，成長運動
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の内部構造，すなわち成長構造が，バランスのとれたしっかりした構成を
もち機能していなけれぽならない。
　本論は，持続的成長を達成するため，成長運動の内部構造，すなわち成
長構造たる概念を創り，持続的成長運動の過程における問題点を明らかに
していくために，＜G－FOrmula＞による診断分析を試みてきた。
　診断分析の対象として，日本経済を取り挙げ，1988年から1992年第3四
半期に至る19期四半期，それぞれにおける成長構造＝成長運動の内部構造
の変化を，四半期別国民所得統計を用いて分析し，明らかにしてきた。
　経済が持続的成長運動を展開していくのに，必要不可欠であることは，
内生要因が堅実な増加率を維持し，十分に機能していくことである。特
に，個人消費支出が十分な機能を果していくことが重要である。
　個人消費支出が十分な構成，すなわち成長効果係数をもち着実に増加し
ているときには，内生要因は活発に機能することができる。経済は，この
とき，〈Main　Engine＞による成長運動を展開していくことができるので
ある。内生要因がしっかりし，＜Main　Engine＞が力強く作動していると
きには，少々外生要因に不安定性があっても，大きな政策問題にする必要
はなく，しっかりした成長運動の展開が可能である。
　ところが，診断分析にみるように，個人消費支出の増加率が低下してく
ると，個人消費支出の成長効果係数も小さくなり，寄与力も小さくなって
くる。そうなってくると，内生要因の力が弱くなり，成長の主力エンジン
である＜Main　Eng量ne＞が力強く作動しなくなるのである。〈Main　En－
gine＞が弱くなってくると，不況は深刻になり，公共投資政策によって挺
子入れしても，大きな効果を期待することはできない。
　最近の日本経済においては，1989年，第2四半期に異常状態が生じてい
るが，その後，持ち直している。しかし，1990年，第3四半期頃から，再
び異常状態がおこっており，1991年，第2四半期以後になってくると，個
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人消費支出の成長寄与力が弱くなり，成長運動の内部構造は萎縮し，機能
しにくくなってしまっている。経済成長を支えているのは，輸出である。
　さきの論文，「経済崩壊の分析と経済政策」㈹において，すでに指摘し
ているように，個人消費支出の衰弱化を放置することは，経済崩壊をもひ
きおこしかねない。
　したがって，成長運動の内部構造を健全化していくためには，所得税減
税政策をはじめ，あらゆる政策手段を構じて，個人消費支出を復活させて
いくことが最も重要である（5》。
　個人消費支出の復活にとって，最も効果的政策として考えられること
は，農産物市場の自由化である。自由貿易体制創りの先導的役割としての
日本のリーダーシップは別としても，「コメ市場」をはじめ，食糧市場を
自由化することによって，食料費が，現在め価格水準より安くなり，仮
に，およそ2／3になるとすれば，財政負担をかけることなく，10数兆円の
減税効果以上のものをもたらすことも可能だろう。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1｝Shohachiro　Goto，“Macroeconomic　Policy　and　the　Trade　Frictions　be・
　tween　Japan　and　the　United　States，”政経論叢，第58巻，第6号，明治大学
　政治経済研究所，1990，pp．25－220．
（2｝Ibidem，　pp．27－34，
〔3｝Ibidem，　p．29．
〔4｝後藤昭八郎，「経済崩壊の分析と経済政策」，政経論叢，第61巻，第3・4号，
　明治大学政治経済研究所，1992，pp．35－79．
㈲　前掲書，p．69．
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